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(57)【要約】
　アクセスポイントによって受信された情報に基づいて
そのアクセスポイント（１０６）の送信電力を制御する
。たとえば、アクセスポイントは、アクセスポイント送
信に十分なカバレージエリアを与えることと、これらの
送信が近くのアクセス端末（１０４）において引き起こ
す干渉を緩和することとの間の許容できるトレードオフ
を維持するために近くのアクセス端末（１０２、１０４
）から受信したメッセージを使用する１つまたは複数の
アルゴリズムを採用し得る。ここで、アクセスポイント
は、別の送信電力制御アルゴリズム（たとえば、アクセ
ス端末支援型アルゴリズム）について十分な情報が収集
されるまで暫定的な送信電力制御を行うために、アクセ
ス端末の初期化時にネットワークリッスンベースアルゴ
リズムを採用し得る。また、アクセスポイントは、別の
アクセスポイント（１０８）とアクティブに通信してい
る近くのアクセス端末（１０４）に対してアクセスポイ
ントが本来なら引き起こし得る干渉を緩和するために、
アクティブアクセス端末保護方式を採用し得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクセスポイントにおいて信号を受信することであって、前記信号が少なくとも１つの
他のアクセスポイントから受信される、受信することと、
　前記受信した信号に基づいて前記アクセスポイントにおけるチャネル品質を識別するこ
とと、
　前記識別されたチャネル品質と定義されたカバレージ範囲とに基づいて前記アクセスポ
イントの送信電力を初期値に設定することと、
　前記アクセスポイントにおいて測定報告を受信することであって、前記測定報告が、前
記アクセスポイントを介してアクティブモードサービスを受信することを許可された少な
くとも１つのアクセス端末から受信され、前記測定報告が、前記少なくとも１つの他のア
クセスポイントのうちの１つまたは複数による送信に関連するチャネル品質情報を含む、
受信することと、
　前記アクセスポイントにおいて登録メッセージを受信することであって、前記登録メッ
セージが少なくとも１つの他のアクセス端末から受信される、受信することと、
　前記受信した測定報告に基づいて送信電力限界を定義することと、
　前記受信した登録メッセージに基づいて前記送信電力を新しい値に設定することであっ
て、前記新しい値が前記定義された送信電力限界内にある、設定することと
を備える、通信の方法。
【請求項２】
　前記少なくとも１つの他のアクセスポイントが、前記アクセスポイントのサービスチャ
ネルキャリア周波数とは異なるマクロキャリア周波数上で送信し、
　前記送信電力設定が、前記マクロキャリア周波数上での前記アクセスポイントによるビ
ーコン送信のために使用される、
請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの他のアクセスポイントが、前記アクセスポイントのサービスチャ
ネルキャリア周波数上で送信し、
　前記送信電力設定が、前記サービスチャネルキャリア周波数上での前記アクセスポイン
トによる送信のために使用される、
請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記アクセスポイントの近くの別のアクセス端末が前記少なくとも１つの他のアクセス
ポイントのうちの１つから情報をアクティブに受信していると判断することと、
　前記判断の結果として前記アクセスポイントの前記送信電力を一時的に制限することと
をさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記少なくとも１つの他のアクセスポイントからの信号を繰り返し監視することと、
　前記監視することに基づいて前記アクセスポイントにおけるチャネル品質の変化があっ
たかどうかを判断することと、
　前記アクセスポイントにおける前記チャネル品質の変化があった場合、前記送信電力を
再較正することと
をさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記測定報告が、前記アクセスポイントによる送信に関連するチャネル品質情報をさら
に含み、
　前記方法が、前記アクセスポイントによる前記送信に関連する前記受信したチャネル品
質情報に基づいて前記アクセスポイントと前記少なくとも１つのアクセス端末との間の複
数の経路損失を判断することをさらに備え、
　前記送信電力限界の前記定義が、前記判断された経路損失と、前記１つまたは複数の他
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のアクセスポイントによる前記送信に関連する前記チャネル品質情報とにさらに基づく、
請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記測定報告がある時間期間にわたって受信され、
　前記受信した測定報告に基づく前記送信電力限界の前記定義が、前記時間期間の満了時
に前記送信電力限界を設定することを備える、
請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記登録メッセージがある時間期間にわたって受信され、
　前記受信した登録メッセージに基づく前記送信電力の新しい値への前記設定が、前記時
間期間の満了時に前記送信電力を調整することを備える、
請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記受信した登録メッセージに基づく前記送信電力の新しい値への前記設定が、
　定義されたアクセス端末タイプのセットに従って前記少なくとも１つの他のアクセス端
末を分類することと、
　前記少なくとも１つの他のアクセス端末の前記分類に基づいて前記送信電力を調整する
ことと
を備える、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記少なくとも１つの他のアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つの他のアク
セス端末が近隣エイリアンアクセス端末であるのか非近隣エイリアンアクセス端末である
のかを判断することを備える、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの他のアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つの他のアク
セス端末が前記アクセスポイントにキャンプオンした少なくとも１つの時間期間に基づく
、請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つの他のアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つの他のアク
セス端末がある時間期間にわたって前記アクセスポイントにおいて行った登録試みの量に
基づく、請求項９に記載の方法。
【請求項１３】
　前記送信電力の前記初期値および前記新しい値への前記設定が、それぞれ、低電力ビー
コンの送信と高電力ビーコンの送信とに対して異なる送信電力値を指定することを備える
、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　通信のための装置であって、
　少なくとも１つのアクセスポイントから信号を受信するように動作可能な受信機と、
　前記受信した信号に基づいて前記装置におけるチャネル品質を識別するように動作可能
なコントローラと
を備え、
　前記コントローラが、前記識別されたチャネル品質と定義されたカバレージ範囲とに基
づいて送信電力を初期値に設定するようにさらに動作可能であり、
　前記受信機が、前記装置を介してアクティブモードサービスを受信することを許可され
た少なくとも１つのアクセス端末から測定報告を受信するようにさらに動作可能であり、
　前記測定報告が、前記少なくとも１つのアクセスポイントのうちの１つまたは複数によ
る送信に関連する受信信号強度情報を含み、
　前記受信機が、少なくとも１つの他のアクセス端末から登録メッセージを受信するよう
にさらに動作可能であり、
　前記コントローラが、前記受信した測定報告に基づいて送信電力限界を定義するように
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さらに動作可能であり、
　前記コントローラが、前記受信した登録メッセージに基づいて前記送信電力を新しい値
に設定するようにさらに動作可能であり、前記新しい値が前記定義された送信電力限界内
にある、
装置。
【請求項１５】
　前記コントローラは、
　前記装置の近くの別のアクセス端末が前記少なくとも１つのアクセスポイントのうちの
１つから情報をアクティブに受信していると判断することと、
　前記判断の結果として前記送信電力を一時的に制限することと
を行うようにさらに動作可能である、請求項１４に記載の装置。
【請求項１６】
　前記受信機が、前記少なくとも１つのアクセスポイントからの信号を繰り返し監視する
ようにさらに動作可能であり、
　前記コントローラは、前記監視することに基づいて前記装置におけるチャネル品質の変
化があったかどうかを判断するようにさらに動作可能であり、
　前記コントローラは、前記装置における前記チャネル品質の変化があった場合、前記送
信電力を再較正するようにさらに動作可能である、
請求項１４に記載の装置。
【請求項１７】
　前記測定報告がある時間期間にわたって受信され、
　前記受信した測定報告に基づく前記送信電力限界の前記定義が、前記時間期間の満了時
に前記送信電力限界を設定することを備える、
請求項１４に記載の装置。
【請求項１８】
　前記登録メッセージがある時間期間にわたって受信され、
　前記受信した登録メッセージに基づく前記送信電力の新しい値への前記設定が、前記時
間期間の満了時に前記送信電力を調整することを備える、
請求項１４に記載の装置。
【請求項１９】
　前記受信した登録メッセージに基づく前記送信電力の新しい値への前記設定が、
　定義されたアクセス端末タイプのセットに従って前記少なくとも１つの他のアクセス端
末を分類することと、
　前記少なくとも１つの他のアクセス端末の前記分類に基づいて前記送信電力を調整する
ことと
を備える、請求項１４に記載の装置。
【請求項２０】
　通信のための装置であって、
　受信するための手段であって、
　前記受信するための手段が、少なくとも１つのアクセスポイントから信号を受信するよ
うに動作可能であり、
　前記受信するための手段が、前記装置を介してアクティブモードサービスを受信するこ
とを許可された少なくとも１つのアクセス端末から測定報告を受信するようにさらに動作
可能であり、
　前記測定報告が、前記少なくとも１つのアクセスポイントのうちの１つまたは複数によ
る送信に関連する受信信号強度情報を含み、
　前記受信するための手段が、少なくとも１つの他のアクセス端末から登録メッセージを
受信するようにさらに動作可能である、
受信するための手段と、
　前記受信した信号に基づいて前記装置におけるチャネル品質を識別するための手段と、



(5) JP 2013-520107 A 2013.5.30

10

20

30

40

50

　前記識別されたチャネル品質と定義されたカバレージ範囲とに基づいて送信電力を初期
値に設定するための手段と、
　前記受信した測定報告に基づいて送信電力限界を定義するための手段と、
　前記受信した登録メッセージに基づいて前記送信電力を新しい値に設定するための手段
であって、前記新しい値が前記定義された送信電力限界内にある、設定するための手段と
を備える、装置。
【請求項２１】
　前記装置の近くの別のアクセス端末が前記少なくとも１つのアクセスポイントのうちの
１つから情報をアクティブに受信していると判断するための手段と、
　前記判断の結果として前記送信電力を一時的に制限するための手段と
をさらに備える、請求項２０に記載の装置。
【請求項２２】
　前記少なくとも１つのアクセスポイントからの信号を繰り返し監視するための手段と、
　前記監視することに基づいて前記装置におけるチャネル品質の変化があったかどうかを
判断するための手段と、
　前記装置における前記チャネル品質の変化があった場合、前記送信電力を再較正するた
めの手段と
をさらに備える、請求項２０に記載の装置。
【請求項２３】
　前記測定報告がある時間期間にわたって受信され、
　前記受信した測定報告に基づく前記送信電力限界の前記定義が、前記時間期間の満了時
に前記送信電力限界を設定することを備える、
請求項２０に記載の装置。
【請求項２４】
　前記登録メッセージがある時間期間にわたって受信され、
　前記受信した登録メッセージに基づく前記送信電力の新しい値への前記設定が、前記時
間期間の満了時に前記送信電力を調整することを備える、
請求項２０に記載の装置。
【請求項２５】
　前記受信した登録メッセージに基づく前記送信電力の新しい値への前記設定が、
　定義されたアクセス端末タイプのセットに従って前記少なくとも１つの他のアクセス端
末を分類することと、
　前記少なくとも１つの他のアクセス端末の前記分類に基づいて前記送信電力を調整する
ことと
を備える、請求項２０に記載の装置。
【請求項２６】
　アクセスポイントにおいて信号を受信することであって、前記信号が少なくとも１つの
他のアクセスポイントから受信される、受信することと、
　前記受信した信号に基づいて前記アクセスポイントにおけるチャネル品質を識別するこ
とと、
　前記識別されたチャネル品質と定義されたカバレージ範囲とに基づいて前記アクセスポ
イントの送信電力を初期値に設定することと、
　前記アクセスポイントにおいて測定報告を受信することであって、前記測定報告が、前
記アクセスポイントを介してアクティブモードサービスを受信することを許可された少な
くとも１つのアクセス端末から受信され、前記測定報告が、前記少なくとも１つの他のア
クセスポイントのうちの１つまたは複数による送信に関連する受信信号強度情報を含む、
受信することと、
　前記アクセスポイントにおいて登録メッセージを受信することであって、前記登録メッ
セージが少なくとも１つの他のアクセス端末から受信される、受信することと、
　前記受信した測定報告に基づいて送信電力限界を定義することと、
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　前記受信した登録メッセージに基づいて前記送信電力を新しい値に設定することであっ
て、前記新しい値が前記定義された送信電力限界内にある、設定することと
をコンピュータに行わせるためのコードを備えるコンピュータ可読媒体
を備える、コンピュータプログラム製品。
【請求項２７】
　前記コンピュータ可読媒体は、
　前記アクセスポイントの近くの別のアクセス端末が前記少なくとも１つの他のアクセス
ポイントのうちの１つから情報をアクティブに受信していると判断することと、
　前記判断の結果として前記アクセスポイントの前記送信電力を一時的に制限することと
を前記コンピュータに行わせるためのコードをさらに備える、請求項２６に記載のコンピ
ュータプログラム製品。
【請求項２８】
　前記コンピュータ可読媒体は、
　前記少なくとも１つの他のアクセスポイントからの信号を繰り返し監視することと、
　前記監視することに基づいて前記アクセスポイントにおけるチャネル品質の変化があっ
たかどうかを判断することと、
　前記アクセスポイントにおける前記チャネル品質の変化があった場合、前記送信電力を
再較正することと
を前記コンピュータに行わせるためのコードをさらに備える、請求項２６に記載のコンピ
ュータプログラム製品。
【請求項２９】
　前記測定報告がある時間期間にわたって受信され、
　前記受信した測定報告に基づく前記送信電力限界の前記定義が、前記時間期間の満了時
に前記送信電力限界を設定することを備える、
請求項２６に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３０】
　前記登録メッセージがある時間期間にわたって受信され、
　前記受信した登録メッセージに基づく前記送信電力の新しい値への前記設定が、前記時
間期間の満了時に前記送信電力を調整することを備える、
請求項２６に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３１】
　前記受信した登録メッセージに基づく前記送信電力の新しい値への前記設定が、
　定義されたアクセス端末タイプのセットに従って前記少なくとも１つの他のアクセス端
末を分類することと、
　前記少なくとも１つの他のアクセス端末の前記分類に基づいて前記送信電力を調整する
ことと
を備える、請求項２６に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３２】
　アクセスポイントの所望のカバレージ範囲を示す情報を維持することと、
　前記アクセスポイントにおいて少なくとも１つのキャリア周波数上で信号を受信するこ
とであって、前記信号が、前記少なくとも１つのキャリア周波数上の少なくとも１つの順
方向リンク上で送信する少なくとも１つの他のアクセスポイントから受信される、受信す
ることと、
　前記受信した信号に関連する信号強度情報を判断することと、
　前記判断された信号強度情報と前記維持されたカバレージ範囲情報とに基づいて送信電
力アルゴリズムの送信電力限界を設定することと、
　前記送信電力アルゴリズムに従って前記アクセスポイントの送信電力を制御することと
を備える、通信の方法。
【請求項３３】
　前記アクセスポイントのために初期化プロシージャが開始したと判断することと、



(7) JP 2013-520107 A 2013.5.30

10

20

30

40

50

　前記初期化プロシージャが開始したという前記判断の結果として、前記判断された信号
強度情報と前記維持された情報とに基づく前記送信電力限界の前記設定をトリガすること
と
をさらに備える、請求項３２に記載の方法。
【請求項３４】
　前記アクセスポイントにおいて前記少なくとも１つのキャリア周波数上で追加の信号を
受信することと、
　前記追加の受信した信号に関連する追加の信号強度情報を判断することと、
　前記判断された信号強度情報と前記判断された追加の信号強度情報との間の差に基づい
て、前記少なくとも１つのキャリア周波数上のチャネル品質の変化があったと判断するこ
とと、
　前記チャネル品質の変化があったという前記判断に基づいて前記送信電力限界を調整す
ることと
をさらに備える、請求項３２に記載の方法。
【請求項３５】
　前記アクセスポイントにおいて登録メッセージを受信することをさらに備え、電力制御
アルゴリズムが、前記受信した登録メッセージに基づいて前記送信電力を制御する、請求
項３２に記載の方法。
【請求項３６】
　前記アクセスポイントにおいて少なくとも１つのアクセス端末からメッセージを受信す
ることをさらに備え、
　前記メッセージが、前記アクセスポイントの順方向リンクキャリア周波数上の、前記ア
クセスポイントのビーコンキャリア周波数上の、または前記アクセスポイントの順方向リ
ンクキャリア周波数およびビーコンキャリア周波数上の、チャネル品質を示し、
　前記送信電力が、前記受信したメッセージに基づいてさらに制御される、
請求項３２に記載の方法。
【請求項３７】
　前記受信したメッセージに基づく前記送信電力の前記制御は、
　十分な数の前記メッセージが前記アクセスポイントによって受信されたと判断すること
と、
　前記十分な数のチャネル品質報告が受信されたという前記判断の結果として前記送信電
力アルゴリズムの新しい送信電力限界の設定をトリガすることと
を備える、請求項３６に記載の方法。
【請求項３８】
　前記アクセスポイントにおいて登録メッセージを受信することをさらに備え、
　前記受信した登録メッセージが、ある時間期間にわたって少なくとも１つのアクセス端
末によって行われた登録試みの量に対応し、
　前記少なくとも１つのアクセス端末が、前記アクセスポイントを介してアクティブモー
ドサービスを受信することを許可されず、
　前記受信したメッセージに基づく前記送信電力の前記制御が、前記チャネル品質に基づ
いて新しい送信電力限界を設定することを備え、
　前記電力制御アルゴリズムが、登録試みの前記量に基づいて前記新しい送信電力限界内
で前記送信電力を調整する、
請求項３６に記載の方法。
【請求項３９】
　前記送信電力の前記制御が、前記アクセスポイントのビーコン送信電力を制御すること
、前記アクセスポイントの順方向リンク送信電力を制御すること、または前記アクセスポ
イントのビーコン送信電力および順方向リンク送信電力を制御することを備える、請求項
３２に記載の方法。
【請求項４０】
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　前記信号強度情報の前記判断が、前記少なくとも１つの他のアクセスポイントから受信
したパイロット信号のパイロットエネルギーを測定すること、前記少なくとも１つの他の
アクセスポイントから受信した信号の信号電力を測定すること、あるいは前記少なくとも
１つの他のアクセスポイントから受信した信号のパイロットエネルギーまたは信号電力を
測定することを備える、請求項３２に記載の方法。
【請求項４１】
　通信のための装置であって、
　前記装置の所望のカバレージ範囲を示す情報を維持するように動作可能なメモリ構成要
素と、
　少なくとも１つのキャリア周波数上の少なくとも１つの順方向リンク上で送信する少な
くとも１つのアクセスポイントから前記少なくとも１つのキャリア周波数上で信号を受信
するように動作可能な受信機と、
　前記受信した信号に関連する信号強度情報を判断するように動作可能であり、前記判断
された信号強度情報と前記維持されたカバレージ範囲情報とに基づいて送信電力アルゴリ
ズムの送信電力限界を設定するようにさらに動作可能であり、前記送信電力アルゴリズム
に従って前記装置の送信電力を制御するようにさらに動作可能なコントローラと
を備える、装置。
【請求項４２】
　前記コントローラは、
　前記装置のために初期化プロシージャが開始したと判断することと、
　前記初期化プロシージャが開始したという前記判断の結果として、前記判断された信号
強度情報と前記維持された情報とに基づく前記送信電力限界の前記設定をトリガすること
と
を行うようにさらに動作可能である、請求項４１に記載の装置。
【請求項４３】
　前記受信機が、前記少なくとも１つのキャリア周波数上で追加の信号を受信するように
さらに動作可能であり、
　前記コントローラが、前記追加の受信した信号に関連する追加の信号強度情報を判断す
るようにさらに動作可能であり、
　前記コントローラは、前記判断された信号強度情報と前記判断された追加の信号強度情
報との間の差に基づいて、前記少なくとも１つのキャリア周波数上のチャネル品質の変化
があったと判断するようにさらに動作可能であり、
　前記コントローラは、前記チャネル品質の変化があったという前記判断に基づいて前記
送信電力限界を調整するようにさらに動作可能である、
請求項４１に記載の装置。
【請求項４４】
　前記受信機が、登録メッセージを受信するようにさらに動作可能であり、
　電力制御アルゴリズムが、前記受信した登録メッセージに基づいて前記送信電力を制御
する、
請求項４１に記載の装置。
【請求項４５】
　前記受信機が、少なくとも１つのアクセス端末からメッセージを受信するようにさらに
動作可能であり、
　前記メッセージが、前記装置の順方向リンクキャリア周波数上の、前記装置のビーコン
キャリア周波数上の、または前記装置の順方向リンクキャリア周波数およびビーコンキャ
リア周波数上の、チャネル品質を示し、
　前記送信電力が、前記受信したメッセージに基づいてさらに制御される、
請求項４１に記載の装置。
【請求項４６】
　通信のための装置であって、
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　前記装置の所望のカバレージ範囲を示す情報を維持するための手段と、
　少なくとも１つのキャリア周波数上の少なくとも１つの順方向リンク上で送信する少な
くとも１つのアクセスポイントから前記少なくとも１つのキャリア周波数上で信号を受信
するための手段と、
　前記受信した信号に関連する信号強度情報を判断するための手段と、
　前記判断された信号強度情報と前記維持されたカバレージ範囲情報とに基づいて送信電
力アルゴリズムの送信電力限界を設定するための手段と、
　前記送信電力アルゴリズムに従って前記装置の送信電力を制御するための手段と
を備える、装置。
【請求項４７】
　前記装置のために初期化プロシージャが開始したと判断するための手段と、
　前記初期化プロシージャが開始したという前記判断の結果として、前記判断された信号
強度情報と前記維持された情報とに基づく前記送信電力限界の前記設定をトリガするため
の手段と
をさらに備える、請求項４６に記載の装置。
【請求項４８】
　前記少なくとも１つのキャリア周波数上で追加の信号を受信するための手段と、
　前記追加の受信した信号に関連する追加の信号強度情報を判断するための手段と、
　前記判断された信号強度情報と前記判断された追加の信号強度情報との間の差に基づい
て、前記少なくとも１つのキャリア周波数上のチャネル品質の変化があったと判断するた
めの手段と、
　前記チャネル品質の変化があったという前記判断に基づいて前記送信電力限界を調整す
るための手段と
をさらに備える、請求項４６に記載の装置。
【請求項４９】
　登録メッセージを受信するための手段をさらに備え、電力制御アルゴリズムが、前記受
信した登録メッセージに基づいて前記送信電力を制御する、請求項４６に記載の装置。
【請求項５０】
　少なくとも１つのアクセス端末からメッセージを受信するための手段をさらに備え、
　前記メッセージが、前記装置の順方向リンクキャリア周波数上の、前記装置のビーコン
キャリア周波数上の、または前記装置の順方向リンクキャリア周波数およびビーコンキャ
リア周波数上の、チャネル品質を示し、
　前記送信電力が、前記受信したメッセージに基づいてさらに制御される、
請求項４６に記載の装置。
【請求項５１】
　アクセスポイントの所望のカバレージ範囲を示す情報を維持することと、
　前記アクセスポイントにおいて少なくとも１つのキャリア周波数上で信号を受信するこ
とであって、前記信号が、前記少なくとも１つのキャリア周波数上の少なくとも１つの順
方向リンク上で送信する少なくとも１つの他のアクセスポイントから受信される、受信す
ることと、
　前記受信した信号に関連する信号強度情報を判断することと、
　前記判断された信号強度情報と前記維持されたカバレージ範囲情報とに基づいて送信電
力アルゴリズムの送信電力限界を設定することと、
　前記送信電力アルゴリズムに従って前記アクセスポイントの送信電力を制御することと
をコンピュータに行わせるためのコードを備えるコンピュータ可読媒体
を備える、コンピュータプログラム製品。
【請求項５２】
　前記コンピュータ可読媒体は、
　前記アクセスポイントのために初期化プロシージャが開始したと判断することと、
　前記初期化プロシージャが開始したという前記判断の結果として、前記判断された信号
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強度情報と前記維持された情報とに基づく前記送信電力限界の前記設定をトリガすること
と
を前記コンピュータに行わせるためのコードをさらに備える、請求項５１に記載のコンピ
ュータプログラム製品。
【請求項５３】
　前記コンピュータ可読媒体は、
　前記アクセスポイントにおいて前記少なくとも１つのキャリア周波数上で追加の信号を
受信することと、
　前記追加の受信した信号に関連する追加の信号強度情報を判断することと、
　前記判断された信号強度情報と前記判断された追加の信号強度情報との間の差に基づい
て、前記少なくとも１つのキャリア周波数上のチャネル品質の変化があったと判断するこ
とと、
　前記チャネル品質の変化があったという前記判断に基づいて前記送信電力限界を調整す
ることと
を前記コンピュータに行わせるためのコードをさらに備える、請求項５１に記載のコンピ
ュータプログラム製品。
【請求項５４】
　前記コンピュータ可読媒体が、前記アクセスポイントにおいて登録メッセージを受信す
ることを前記コンピュータに行わせるためのコードをさらに備え、
　電力制御アルゴリズムが、前記受信した登録メッセージに基づいて前記送信電力を制御
する、
請求項５１に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項５５】
　前記コンピュータ可読媒体が、前記アクセスポイントにおいて少なくとも１つのアクセ
ス端末からメッセージを受信することを前記コンピュータに行わせるためのコードをさら
に備え、
　前記メッセージが、前記アクセスポイントの順方向リンクキャリア周波数上の、前記ア
クセスポイントのビーコンキャリア周波数上の、または前記アクセスポイントの順方向リ
ンクキャリア周波数およびビーコンキャリア周波数上の、チャネル品質を示し、
　前記送信電力が、前記受信したメッセージに基づいてさらに制御される、
請求項５１に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項５６】
　順方向リンク上でデータを送信することであって、前記順方向リンクデータがアクセス
ポイントによって第１のキャリア周波数上で送信される、送信することと、
　ビーコンチャネル上でビーコンを送信することであって、前記ビーコンが前記アクセス
ポイントによって第２のキャリア周波数上で送信される、送信することと、
　前記アクセスポイントにおいて登録メッセージを受信することであって、前記登録メッ
セージが少なくとも１つのアクセス端末から受信される、受信することと、
　前記受信した登録メッセージに基づいて前記第２のキャリア周波数上で前記アクセスポ
イントの送信電力を制御することと
を備える、通信の方法。
【請求項５７】
　前記受信した登録メッセージが、ある時間期間にわたって前記少なくとも１つのアクセ
ス端末によって行われた登録試みの量に対応し、
　前記送信電力の前記制御が、登録試みの前記量に基づいて前記送信電力を調整すること
を備える、
請求項５６に記載の方法。
【請求項５８】
　前記送信電力の前記制御は、
　前記少なくとも１つのアクセス端末を近隣エイリアンアクセス端末または非近隣エイリ
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アンアクセス端末として分類することと、
　前記アクセス端末が近隣エイリアンアクセス端末として分類されたのか非近隣エイリア
ンアクセス端末として分類されたのかに応じて、異なる基準に従って前記送信電力を調整
することと
を備える、請求項５６に記載の方法。
【請求項５９】
　前記少なくとも１つのアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つのアクセス端末
が前記アクセスポイントにキャンプオンした少なくとも１つの時間期間に基づく、請求項
５８に記載の方法。
【請求項６０】
　前記少なくとも１つのアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つのアクセス端末
がある時間期間にわたって前記アクセスポイントにおいて行った登録試みの量に基づく、
請求項５８に記載の方法。
【請求項６１】
　前記送信電力の前記制御が、低電力ビーコンの送信の場合は第１の送信電力を指定する
ことと、高電力ビーコンの送信の場合は第２の送信電力を指定することとを備える、請求
項５６に記載の方法。
【請求項６２】
　前記登録メッセージが、前記少なくとも１つのアクセス端末による前記第２のキャリア
周波数上での前記ビーコンのうちの少なくとも１つの検出によりトリガされる、請求項５
６に記載の方法。
【請求項６３】
　前記登録メッセージが、前記少なくとも１つのアクセス端末による前記第１のキャリア
周波数上での前記順方向リンクデータの検出によりトリガされる、請求項５６に記載の方
法。
【請求項６４】
　通信のための装置であって、
　順方向リンク上でデータを送信し、ビーコンチャネル上でビーコンを送信するように動
作可能な送信機であって、前記順方向リンクデータが第１のキャリア周波数上で送信され
、前記ビーコンが第２のキャリア周波数上で送信される、送信機と、
　少なくとも１つのアクセス端末から登録メッセージを受信するように動作可能な受信機
と、
　前記受信した登録メッセージに基づいて前記第２のキャリア周波数上で前記送信機の送
信電力を制御するように動作可能なコントローラと
を備える、装置。
【請求項６５】
　前記送信電力の前記制御は、
　前記少なくとも１つのアクセス端末を近隣エイリアンアクセス端末または非近隣エイリ
アンアクセス端末として分類することと、
　前記アクセス端末が近隣エイリアンアクセス端末として分類されたのか非近隣エイリア
ンアクセス端末として分類されたのかに応じて、異なる基準に従って前記送信電力を調整
することと
を備える、請求項６４に記載の装置。
【請求項６６】
　前記少なくとも１つのアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つのアクセス端末
が前記装置にキャンプオンした少なくとも１つの時間期間に基づく、請求項６５に記載の
装置。
【請求項６７】
　前記少なくとも１つのアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つのアクセス端末
がある時間期間にわたって前記装置において行った登録試みの量に基づく、請求項６５に
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記載の装置。
【請求項６８】
　通信のための装置であって、
　順方向リンク上でデータを送信し、ビーコンチャネル上でビーコンを送信するための手
段であって、前記順方向リンクデータが第１のキャリア周波数上で送信され、前記ビーコ
ンが第２のキャリア周波数上で送信される、送信するための手段と、
　少なくとも１つのアクセス端末から登録メッセージを受信するための手段と、
　前記受信した登録メッセージに基づいて前記第２のキャリア周波数上で前記送信するた
めの手段の送信電力を制御するための手段と
を備える、装置。
【請求項６９】
　前記送信電力の前記制御は、
　前記少なくとも１つのアクセス端末を近隣エイリアンアクセス端末または非近隣エイリ
アンアクセス端末として分類することと、
　前記アクセス端末が近隣エイリアンアクセス端末として分類されたのか非近隣エイリア
ンアクセス端末として分類されたのかに応じて、異なる基準に従って前記送信電力を調整
することと
を備える、請求項６８に記載の装置。
【請求項７０】
　前記少なくとも１つのアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つのアクセス端末
が前記装置にキャンプオンした少なくとも１つの時間期間に基づく、請求項６９に記載の
装置。
【請求項７１】
　前記少なくとも１つのアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つのアクセス端末
がある時間期間にわたって前記装置において行った登録試みの量に基づく、請求項６９に
記載の装置。
【請求項７２】
　順方向リンク上でデータを送信することであって、前記順方向リンクデータがアクセス
ポイントによって第１のキャリア周波数上で送信される、送信することと、
　ビーコンチャネル上でビーコンを送信することであって、前記ビーコンが前記アクセス
ポイントによって第２のキャリア周波数上で送信される、送信することと、
　前記アクセスポイントにおいて登録メッセージを受信することであって、前記登録メッ
セージが少なくとも１つのアクセス端末から受信される、受信することと、
　前記受信した登録メッセージに基づいて前記第２のキャリア周波数上で前記アクセスポ
イントの送信電力を制御することと
をコンピュータに行わせるためのコードを備えるコンピュータ可読媒体
を備える、コンピュータプログラム製品。
【請求項７３】
　前記送信電力の前記制御は、
　前記少なくとも１つのアクセス端末を近隣エイリアンアクセス端末または非近隣エイリ
アンアクセス端末として分類することと、
　前記アクセス端末が近隣エイリアンアクセス端末として分類されたのか非近隣エイリア
ンアクセス端末として分類されたのかに応じて、異なる基準に従って前記送信電力を調整
することと
を備える、請求項７２に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項７４】
　前記少なくとも１つのアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つのアクセス端末
が前記アクセスポイントにキャンプオンした少なくとも１つの時間期間に基づく、請求項
７３に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項７５】
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　前記少なくとも１つのアクセス端末の前記分類は、前記少なくとも１つのアクセス端末
がある時間期間にわたって前記アクセスポイントにおいて行った登録試みの量に基づく、
請求項７３に記載のコンピュータプログラム製品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
優先権の主張
　本出願は、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、２０１０年２月１２日に出
願され、代理人整理番号第１０１００６Ｐ１号を付与された、同一出願人が所有する米国
仮特許出願第６１／３０４，２５２号の利益および優先権を主張する。
【０００２】
　本出願は、一般にワイヤレス通信に関し、より詳細には、限定はしないが、アクセスポ
イント送信電力を制御することに関する。
【背景技術】
【０００３】
序論
　ワイヤレス通信ネットワークは、地理的エリア内のユーザに様々なタイプのサービス（
たとえば、ボイス、データ、マルチメディアサービスなど）を提供するために、その地理
的エリアにわたって展開され得る。典型的な実装形態では、マクロネットワークによって
サービスされる地理的エリア内で動作しているアクセス端末（たとえば、セルフォン）に
ワイヤレス接続性を与えるために、（たとえば、各々が１つまたは複数のセルを介してサ
ービスを提供する）マクロアクセスポイントがマクロネットワーク全体にわたって分散さ
れる。
【０００４】
　高速なマルチメディアデータサービスの需要が急速に増大するにつれて、向上したパフ
ォーマンスをもつ効率的でロバストな通信システムを実装することが課題となっている。
従来のネットワークアクセスポイントを補うために（たとえば、拡張されたネットワーク
カバレージを与えるために）、小カバレージアクセスポイント（たとえば、低電力アクセ
スポイント）を展開して、よりロバストな屋内ワイヤレスカバレージまたは他のカバレー
ジを家庭、企業位置（たとえば、オフィス）、または他の位置内のアクセス端末に与え得
る。そのような小カバレージアクセスポイントは、たとえば、フェムトセル、フェムトア
クセスポイント、ホームノードＢ、ホームｅノードＢ、またはアクセスポイント基地局と
呼ばれることがある。一般に、そのような小カバレージアクセスポイントは、ＤＳＬルー
タまたはケーブルモデムを介してインターネットおよびモバイル事業者のネットワークに
接続される。便宜上、以下の説明では、小カバレージアクセスポイントをフェムトセルま
たはフェムトアクセスポイントと呼ぶことがある。
【０００５】
　近隣マクロセルによって使用されるキャリア周波数とは異なるキャリア周波数上でフェ
ムトセルが展開されると、そのフェムトセルはマクロセルキャリア周波数上でビーコンを
放射し得る。このようにして、フェムトセルは、フェムトセルの近傍にあるアクセス端末
をフェムトセルカバレージに引きつけ得る（すなわち、アクセス端末がマクロセルカバレ
ージから離れるようにし得る）。したがって、このビーコン方式を使用することによって
、フェムトセルのカバレージの外部から帰宅した（たとえば、ホームフェムトセルに接近
した）ユーザは、容易にフェムトセルを発見し、フェムトセルからサービスを取得するこ
とができることになる。そのようなビーコンは、フェムトセル発見に関して有用であるが
、近隣マクロセルによって使用されるのと同じキャリア周波数上で送信されるので、マク
ロネットワーク上の干渉をもたらし得る。この干渉は、アクティブマクロセルユーザ（す
なわち、マクロセル周波数上で１つまたは複数のマクロセルからサービスをアクティブに
受信しているユーザ）のボイス呼品質に影響を及ぼし得、また、それらのマクロセルユー
ザが偶然にもフェムトセルに極めて近接している場合、呼ドロップにつながり得る。同様
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のマクロネットワーク干渉問題は、フェムトセル順方向リンク送信により、同一チャネル
展開において起こり得る。したがって、依然としてフェムトセルにおいて十分なカバレー
ジを与えながら、フェムトセルからの干渉からアクティブマクロセルユーザを保護する必
要がある。
【発明の概要】
【０００６】
　本開示のいくつかの例示的な態様の概要について以下で説明する。本概要は、読者の便
宜のために与えられるものであり、本開示の幅を完全に定義するとは限らない。便宜上、
本明細書では、本開示の単一の態様または複数の態様を指すために、いくつかの態様とい
う用語を使用することがある。
【０００７】
　本開示は、いくつかの態様では、アクセスポイントの送信電力を制御することに関する
。たとえば、開示する技法は、フェムトセルのビーコンチャネル送信電力および／または
順方向リンク（たとえば、サービスチャネル）送信電力を制御するために採用され得る。
そのような場合、送信電力は、１つまたは複数のビーコンキャリア周波数（たとえば、マ
クロ周波数）上でおよび／またはフェムト順方向リンク（ＦＬ）キャリア周波数上で制御
され得る。ここで、送信電力を制御することは、たとえば、送信電力限界を設定すること
および／または送信電力値を設定することを含み得る。
【０００８】
　本開示は、いくつかの態様では、アクセスポイントのための多段送信電力制御方式に関
する。たとえば、アクセス端末が初期化されるときに（たとえば、始動時に）ネットワー
クリッスンベースアルゴリズムが採用され得、その後、アクセスポイントのための十分な
カバレージエリアを有することと、近くのアクセス端末に対する干渉を緩和することとの
間のより良いトレードオフを与えるために、よりロバストなアルゴリズム（たとえば、ア
クセス端末支援型アルゴリズム）が採用され得る。さらに、別のアクセスポイントとアク
ティブに通信している近くのアクセス端末においてアクセスポイントが本来なら引き起こ
し得る干渉を緩和するために、アクティブアクセス端末保護方式が（たとえば、連続的に
）採用され得る。
【０００９】
　いくつかの態様では、ネットワークリッスンベースアルゴリズムは、アクセスポイント
の所望のカバレージ範囲を示す情報を維持することと、キャリア周波数上で信号を受信す
ることであって、上記信号が、キャリア周波数上の少なくとも１つの順方向リンク上で送
信する少なくとも１つの他のアクセスポイントから受信される、受信することと、受信し
た信号に関連する信号強度情報を判断することと、判断された信号強度情報と維持された
カバレージ範囲情報とに基づいて送信電力アルゴリズムの送信電力限界を設定することと
、送信電力アルゴリズムに従ってアクセスポイントの送信電力を制御することとに関与し
得る。
【００１０】
　いくつかの態様では、アクセス端末支援型アルゴリズムは、アクセスポイントが近くの
アクセス端末から受信するメッセージに基づき得る。それらのメッセージは、たとえば、
測定報告および／または登録メッセージを備え得る。
【００１１】
　いくつかの態様では、測定報告タイプのメッセージを採用するアクセス端末支援型アル
ゴリズムは、順方向リンク上でデータを送信し、場合によってはビーコンチャネル上でビ
ーコンを送信することであって、順方向リンクデータが第１のキャリア周波数上で送信さ
れ、ビーコンが第２のキャリア周波数上で送信される、送信することと、少なくとも１つ
のアクセス端末からメッセージを受信することであって、上記メッセージが、第１のキャ
リア周波数および／または第２のキャリア周波数上のチャネル品質を示す（および／また
は上記メッセージが経路損失情報を含む）、受信することと、受信したメッセージに基づ
いてアクセスポイントの送信電力を制御することであって、送信電力が、第１のキャリア
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周波数および／または第２のキャリア周波数上での送信について制御される、制御するこ
ととに関与し得る。
【００１２】
　いくつかの態様では、登録タイプのメッセージを採用するアクセス端末支援型アルゴリ
ズムは、順方向リンク上でデータを送信し、場合によってはビーコンチャネル上でビーコ
ンを送信することであって、順方向リンクデータが第１のキャリア周波数上で送信され、
ビーコンが第２のキャリア周波数上で送信される、送信することと、少なくとも１つのア
クセス端末（たとえば、ホームアクセス端末などの好適なアクセス端末、またはアクセス
ポイントを介してアクティブモードサービスにアクセスすることを許可されていないアク
セス端末などの好適でないアクセス端末）から登録メッセージを受信することであって、
登録メッセージが、少なくとも１つのアクセス端末による第２のキャリア周波数上でのビ
ーコンの検出または順方向リンク上での信号の検出によりトリガされる、受信することと
、受信した登録メッセージに基づいて第１のキャリア周波数および／または第２のキャリ
ア周波数上での送信電力を制御することとに関与し得る。
【００１３】
　本開示のこれらおよび他の例示的な態様について、以下の発明を実施するための形態お
よび添付の特許請求の範囲、ならびに添付の図面において説明する。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】アクセスポイントが受信した情報に基づいてアクセスポイントの送信電力を制御
する、通信システムのいくつかの例示的な態様の簡略ブロック図。
【図２】アクセスポイントの送信電力を制御することに関連して実行され得る動作のいく
つかの例示的な態様のフローチャート。
【図３】アクセスポイントの送信電力を制御することに関連して実行され得る動作のいく
つかの例示的な態様のフローチャート。
【図４】アクセスポイントの送信電力を制御するネットワークリッスンベースアルゴリズ
ムに関連して実行され得る動作のいくつかの例示的な態様のフローチャート。
【図５】アクセスポイントの送信電力を制御するネットワークリッスンベースアルゴリズ
ムに関連して実行され得る動作のいくつかの例示的な態様のフローチャート。
【図６】アクセスポイントの送信電力を制御するアクセス端末メッセージベースアルゴリ
ズムに関連して実行され得る動作のいくつかの例示的な態様のフローチャート。
【図７】アクセスポイントの送信電力を制御する登録メッセージベースアルゴリズムに関
連して実行され得る動作のいくつかの例示的な態様のフローチャート。
【図８】通信ノードにおいて採用され得る構成要素のいくつかの例示的な態様の簡略ブロ
ック図。
【図９】ワイヤレス通信システムの簡略図。
【図１０】フェムトノードを含むワイヤレス通信システムの簡略図。
【図１１】ワイヤレス通信のためのカバレージエリアを示す簡略図。
【図１２】通信構成要素のいくつかの例示的な態様の簡略ブロック図。
【図１３】本明細書で教示するように送信電力を制御するように構成された装置のいくつ
かの例示的な態様の簡略ブロック図。
【図１４】本明細書で教示するように送信電力を制御するように構成された装置のいくつ
かの例示的な態様の簡略ブロック図。
【図１５】本明細書で教示するように送信電力を制御するように構成された装置のいくつ
かの例示的な態様の簡略ブロック図。
【図１６】本明細書で教示するように送信電力を制御するように構成された装置のいくつ
かの例示的な態様の簡略ブロック図。
【図１７】本明細書で教示するように送信電力を制御するように構成された装置のいくつ
かの例示的な態様の簡略ブロック図。
【発明を実施するための形態】
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【００１５】
　慣例により、図面に示す様々な特徴は一定の縮尺で描かれていないことがある。したが
って、様々な特徴の寸法は、わかりやすいように任意に拡大または縮小されることがある
。さらに、図面のいくつかは、わかりやすいように簡略化されることがある。したがって
、図面は、所与の装置（たとえば、デバイス）または方法の構成要素のすべてを示してい
るとは限らないことがある。最後に、明細書および図の全体にわたって同様の特徴を示す
ために同様の参照番号が使用されることがある。
【００１６】
　本開示の様々な態様について以下で説明する。本明細書の教示は多種多様な形態で実施
され得、本明細書で開示されている特定の構造、機能、またはその両方は代表的なものに
すぎないことは明らかであろう。本明細書の教示に基づいて、本明細書で開示する態様は
他の態様とは無関係に実装され得ること、およびこれらの態様のうちの２つ以上は様々な
方法で組み合わせられ得ることを、当業者なら諒解されたい。たとえば、本明細書に記載
の態様をいくつ使用しても、装置を実装し得、または方法を実施し得る。さらに、本明細
書に記載の態様のうちの１つまたは複数に加えて、あるいはそれら以外の他の構造、機能
、または構造および機能を使用して、そのような装置を実装し得、またはそのような方法
を実施し得る。さらに、態様は、請求項の少なくとも１つの要素を備え得る。
【００１７】
　図１に、例示的な通信システム１００（たとえば、通信ネットワークの一部分）のいく
つかのノードを示す。説明のために、本開示の様々な態様について、互いに通信する１つ
または複数のアクセス端末、アクセスポイント、およびネットワークエンティティの文脈
で説明する。ただし、本明細書の教示は、他の用語を使用して参照される他のタイプの装
置または他の同様の装置に適用可能であり得ることを諒解されたい。たとえば、様々な実
装形態では、アクセスポイントは、基地局、ノードＢ、ｅノードＢ、ホームノードＢ、ホ
ームｅノードＢ、マクロセル、フェムトセルなどと呼ばれることがあり、または基地局、
ノードＢ、ｅノードＢ、ホームノードＢ、ホームｅノードＢ、マクロセル、フェムトセル
などとして実装されることがあり、アクセス端末は、ユーザ機器（ＵＥ）、モバイルなど
と呼ばれることがあり、またはユーザ機器（ＵＥ）、モバイルなどとして実装されること
がある。
【００１８】
　システム１００中のアクセスポイントは、システム１００のカバレージエリア内に設置
され得るか、またはシステム１００のカバレージエリア全体にわたってローミングし得る
、１つまたは複数のワイヤレス端末（たとえば、アクセス端末１０２および１０４）に１
つまたは複数のサービスへのアクセス（たとえば、ネットワーク接続性）を与える。たと
えば、様々な時点で、アクセス端末１０２は、アクセスポイント１０６、アクセスポイン
ト１０８、またはシステム１００中の何らかのアクセスポイント（図示せず）に接続し得
る。
【００１９】
　いくつかのタイプのアクセスポイント（たとえば、フェムトセル）は、様々なタイプの
アクセスモードをサポートするように構成され得る。たとえば、オープンアクセスモード
では、アクセスポイントは、どのアクセス端末もアクセスポイントを介していかなるタイ
プのサービスをも取得することを可能にし得る。制限付き（または限定）アクセスモード
では、アクセスポイントは、許可されたアクセス端末がアクセスポイントを介してサービ
スを取得することのみを可能にし得る。たとえば、アクセスポイントは、一定の加入者グ
ループ（たとえば、限定加入者グループ（ＣＳＧ：closed subscriber group））に属す
るアクセス端末（たとえば、いわゆるホームアクセス端末）がアクセスポイントを介して
サービスを取得することのみを可能にし得る。シグナリング専用（またはハイブリッド）
アクセスモードでは、エイリアンアクセス端末（たとえば、非ホームアクセス端末、非Ｃ
ＳＧアクセス端末）は、アクセスポイントを介してシグナリングアクセスを取得すること
のみが可能であり得る。たとえば、フェムトセルのＣＳＧに属さないマクロアクセス端末
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は、フェムトセルにおいていくつかのページング、登録、および他のシグナリング動作を
実行することは可能であり得るが、フェムトセルを介してアクティブモードサービスを取
得することは可能でないことがある。
【００２０】
　アクセスポイントの各々は、ワイドエリアネットワーク接続性を可能にするために、（
便宜上、ネットワークエンティティ１１０によって表される）１つまたは複数のネットワ
ークエンティティと通信し得る。これらのネットワークエンティティは、たとえば、１つ
または複数の無線および／またはコアネットワークエンティティなどの様々な形態をとり
得る。したがって、様々な実装形態では、ネットワークエンティティは、（たとえば、運
用、アドミニストレーション、管理、およびプロビジョニングエンティティによる）ネッ
トワーク管理、呼制御、セッション管理、モビリティ管理、ゲートウェイ機能、インター
ワーキング機能のうちの少なくとも１つなどの機能、または何らかの他の好適なネットワ
ーク機能を表し得る。また、これらのネットワークエンティティの２つ以上が共同設置さ
れ得、および／または、これらのネットワークエンティティの２つ以上がネットワーク全
体にわたって分散され得る。
【００２１】
　アクセスポイント１０６（たとえば、フェムトセル）は、指定されたキャリア周波数上
で動作するサービスチャネルを使用することによって近くのアクセス端末にサービスを与
える。ある場合（たとえば、同一チャネル展開）には、このキャリア周波数は様々なタイ
プのアクセスポイント（たとえば、フェムトセルおよびマクロセル）によって使用され得
る。他の場合には、様々なタイプのアクセスポイントが異なるキャリア周波数上で動作し
得る。たとえば、フェムトセルは、専用のフェムトキャリア周波数上でフェムトセルのサ
ービスチャネルを展開し得、マクロセルは、１つまたは複数のマクロキャリア周波数上で
マクロセルのサービスチャネルを展開し得る。後者の場合、フェムトセルは、各マクロキ
ャリア周波数上で動作している近くのアクセス端末がフェムトセルを発見することを可能
にするために、そのキャリア周波数上でビーコンを送信し得る。したがって、同一チャネ
ル展開シナリオまたは非同一チャネル展開シナリオのいずれにおいても、所与のキャリア
周波数上でのフェムトセルによる送信が、別のアクセスポイント（たとえば、マクロセル
または別のフェムトセル）とアクティブに通信している近くのアクセスポイントにおける
信号受信と干渉し得る。
【００２２】
　アクセスポイントによる潜在的に干渉する送信は様々な形態をとり得る。たとえば、同
一チャネル展開では、（たとえば、サービスチャネルの場合の）フェムトセルの順方向リ
ンク送信が、同じキャリア周波数上で動作している近くのマクロアクセス端末において干
渉を引き起こし得る。別の例として、フェムトセルがマクロキャリア周波数上でビーコン
を送信する展開では、これらのビーコン送信が、そのマクロキャリア周波数上で動作して
いる近くのマクロアクセス端末において干渉を引き起こし得る。いくつかの実装形態では
、アクセスポイントは異なる電力レベルでビーコンを送信する。ここで、アクセスポイン
トは、通常、ビーコンによって引き起こされる干渉を最小限に抑えようとして低電力レベ
ルでビーコンを送信することになる。ただし、アクセスポイントは、より遠い距離からア
クセス端末を引きつけることを可能にするために、短い時間期間の間により高い電力レベ
ル（または複数のより高いレベル）でビーコンを定期的に送信することになる。
【００２３】
　アクセスポイント１０６は、アクセスポイント１０６からアクティブモードサービスを
受信することを許可されていない近くのアクセス端末（たとえば、アクセス端末ｌ０４）
に対してアクセスポイント１０６による送信が有し得る干渉を緩和しながら、アクセスポ
イント１０６からアクティブモードサービスを受信することを許可されたアクセス端末（
たとえば、アクセス端末ｌ０２）を引きつけおよび／またはそのアクセス端末と通信する
ための通信カバレージの所望のエリアを与えるために、送信電力制御を採用する。たとえ
ば、アクセス端末１０２はアクセスポイント１０６のＣＳＧのメンバーであり得、アクセ
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ス端末１０４は、そのＣＳＧのメンバーでない。この場合、アクセス端末１０２が特定の
距離から（たとえば、アクセスポイント１０６が展開された建築物全体にわたって）アク
セスポイント１０６の存在を検出し、および／またはアクセスポイント１０６と通信する
ことができるように、アクセスポイント１０６は（たとえば、ビーコンおよび／または順
方向リンク送信に）十分な送信電力を使用することが望ましい。逆に、アクセスポイント
１０６による送信が、アクセスポイント１０８（たとえば、アクセス端末１０４のための
サービングマクロセル）から信号を受信するためのアクセス端末１０４の能力と過度に干
渉しないことが好ましい。
【００２４】
　本明細書の教示によれば、アクセスポイント１０６は多段送信電力制御方式を採用し得
る。たとえば、アクセスポイント１０６は、ブロック１１２によって表されるネットワー
クリッスンベース電力較正（ＮＬＰＣ：network listen-based power calibration）機能
と、ブロック１１４によって表されるモバイル支援範囲調整（ＭＡＲＴ：mobile assiste
d range tuning）機能と、ブロック１１６によって表されるアクティブモバイル保護機能
とを一緒に採用し得る。所与の時点において、アクセスポイント１０６の状態に応じて送
信電力が制御される（たとえば、較正される）。
【００２５】
　例示的な実装形態では、これらの状態は、初期化（たとえば、始動または再較正）状態
と、初期化後状態と、アクセスポイント１０６の近傍のアクティブマクロユーザの存在の
検出に関係する状態とを備え得る。たとえば、アクセスポイント１０６が始動すると、ア
クセスポイント１０６は初めにＮＬＰＣを使用する。
【００２６】
　その後、アクセスポイント１０６はモバイル（すなわち、アクセス端末）支援範囲調整
を使用する。たとえば、アクセスポイント１０６は、近くのモバイルから十分な量の情報
を収集した後、ＭＡＲＴ状態に切り替わり得る。この情報は、様々な方法で収集され、様
々な形態をとり得る。たとえば、様々な時点で、アクセスポイント１０６は、それのサー
ビスチャネル上で情報を送信することになり、１つまたは複数のビーコンチャネル上でも
送信し得る。これらの送信の結果として、アクセスポイント１０６は近くのアクセス端末
からメッセージを受信し得る。
【００２７】
　場合によっては、アクセスポイント１０６を介してアクティブモードサービスを取得す
ることを許可された近くのアクセス端末（たとえば、アクセス端末１０２）はアクセスポ
イント１０６に測定報告メッセージを送り得る。したがって、これらの測定報告メッセー
ジは、フェムトサービスチャネルおよび／または（１つまたは複数の）ビーコンチャネル
についてアクセス端末１０２において測定された信号電力を報告し得る。場合によっては
、アクセスポイント１０６は、フェムトサービスチャネルおよび／または（１つまたは複
数の）ビーコンチャネル上のチャネル品質を測定することと、測定報告メッセージを使用
してこの情報を返報することとを行うようにアクセス端末に要求し得る。さらに、場合に
よっては、アクセスポイント１０６は、フェムトサービスチャネルおよび／またはビーコ
ンチャネル上の経路損失を報告することと、測定報告メッセージを使用してこの情報を返
報することとを行うようにアクセス端末に要求し得る。
【００２８】
　さらに、場合によっては、別のアクセスポイント（たとえば、アクセスポイント１０８
）によってサービスされているかまたはアイドルモードにある近くのアクセス端末（たと
えば、アクセス端末１０４）は、アクセスポイント１０６からビーコンまたは順方向リン
ク信号を受信した結果としてアクセスポイント１０６に登録しようと試み得る。したがっ
て、そのようなアクセス端末はアクセスポイント１０６に登録メッセージを送り得る。場
合によっては、アクセスポイント１０６は、信号電力、品質または経路損失のうちの１つ
または複数がアクセス端末１０４からの登録メッセージの一部として報告されることを要
求し得る。以下でより詳細に説明するように、これらのメッセージを受信した結果として
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、アクセスポイント１０６は、十分なカバレージを与えることと、干渉を最小限に抑える
こととの間の許容できるトレードオフを与えるために、アクセスポイント１０６の送信電
力を最も良く調整するにはどのようにすべきかを判断し得る。
【００２９】
　ＭＡＲＴ状態では、アクセスポイント１０６は送信電力を断続的に（たとえば、周期的
に）更新し得る。たとえば、アクセスポイント１０６は、近くのアクセス端末から情報（
たとえば、ホームモバイルからのチャネル品質、受信電力、および経路損失の報告、なら
びにエイリアンアクセス端末の登録統計）を獲得し、次いでこの情報に基づいて送信電力
を周期的に微調整し得る。
【００３０】
　さらに、ＭＡＲＴ状態にある間、アクセスポイント１０６は、（たとえば、フェムトセ
ル位置の変化および／または近傍のアクセスポイントの設置／除去により）ネットワーク
状態の著しい変化があったかどうかを判断するためにネットワーク状態を定期的に監視し
得る。そうであれば、アクセスポイント１０６は、ネットワークリッスンベース電力較正
状態に切り替え復帰して、１つまたは複数の電力制御パラメータ（たとえば、送信電力限
界）を更新し得る。たとえば、フェムトセルは、ネットワークリッスン測定を周期的に実
行し、ＲＦ環境が変化した場合、再較正を実行し得る。ＲＦ環境の変化は、前のネットワ
ークリッスン測定値を新しいネットワークリッスン測定値と比較することによって検出さ
れ得る。変化が検出された場合、ネットワークリッスン測定値を、（たとえば、好適なア
クセス端末からの、および／またはエイリアンアクセス端末などの好適でないアクセス端
末からの）ホームアクセス端末報告およびアクセス端末登録統計から前に学習された情報
と組み合わせることによって、送信電力が再較正され得る。再較正のためにネットワーク
リッスン測定を行う周期性はＭＡＲＴ周期性よりも小さいことがある。また、再較正は、
アクセスポイントが再始動するとき、ＲＦ環境が変化したとき、またはアクセスポイント
が再較正するようにネットワークによって明示的に指示されるときなど、イベントに基づ
いて行われる。
【００３１】
　また、ＮＬＰＣ状態またはＭＡＲＴ状態にある間、アクセスポイント１０６は、近くの
アクティブユーザの存在を定期的に（たとえば、断続的に）監視し得る。たとえば、フェ
ムトセルは、１つまたは複数の逆方向リンク周波数上のセル外干渉を測定することによっ
て、近くのアクティブマクロユーザを監視し得る。近くのアクティブユーザが所与のキャ
リア周波数上で検出された場合、アクセスポイント１０６はアクティブモバイル保護状態
に切り替わる。ここで、アクセスポイント１０６は、たとえば、そのキャリア周波数上で
の送信電力を低減することまたは送信を中止することによって、アクセスポイント１０６
の送信を一時的に制限し得る。次いで、ユーザがもはや近くにいないか、またはもはやア
クティブでないと判断すると、アクセスポイント１０６は前の状態（たとえば、ＮＬＰＣ
またはＭＡＲＴ）に戻る。
【００３２】
　以上のことから、ＮＬＰＣ状態にある間、アクセスポイント１０６はＮＬＰＣアルゴリ
ズムによって判断された送信電力パラメータを使用して送信し得ることを諒解されたい。
逆に、ＭＡＲＴ状態にある間、アクセスポイント１０６は、ＭＡＲＴアルゴリズムによっ
て判断された送信電力パラメータを使用して送信し得、送信電力パラメータは、少なくと
も１つのアクセス端末（たとえば、ホームアクセス端末）から受信したメッセージに基づ
く。ＭＡＲＴ状態では、アクセスポイント１０６は少なくとも上記アクセス端末からメッ
セージを収集し続けることになる。さらに、アクティブモバイル保護のために、アクセス
ポイント１０６は、アクセスポイント１０６から干渉を受け得る他のアクセス端末（たと
えば、アクティブマクロアクセス端末）を定期的に監視し得る。
【００３３】
　次に、システム１００の例示的な動作について、図２および図３のフローチャートに関
連してより詳細に説明する。便宜上、図２および図３の動作（あるいは本明細書で説明ま
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たは教示する他の動作）については、特定の構成要素（たとえば、図１および図８の構成
要素）によって実行されるものとして説明することがある。ただし、これらの動作は、他
のタイプの構成要素によって実行され、異なる数の構成要素を使用して実行され得ること
を諒解されたい。また、本明細書で説明する動作の１つまたは複数は、所与の実装形態で
は採用されないことがあることを諒解されたい。
【００３４】
　図２のブロック２０２によって表されるように、ある時点においてアクセスポイント（
たとえば、フェムトセル）の初期化が開始される。たとえば、アクセスポイントは、始動
するか、リセットされるか、またはアクセスポイントの初期化を開始する何らかの他のプ
ロシージャに従い得る。
【００３５】
　ブロック２０４および２０６によって表されるように、アクセスポイントは、初期化が
開始された後、ネットワークリッスンベース電力較正（ＮＬＰＣ:network listen-based 
power calibration）を採用する。いくつかの態様では、これは、（たとえば、対応する
キャリア周波数上で）１つまたは複数のチャネルを監視して、アクセスポイントによって
確かめられた対応するチャネル品質（たとえば、受信信号強度）を判断することに関与す
る。ここで、ＮＬＰＣの基礎をなす仮定は、アクセスポイントによって測定されるチャネ
ル品質（たとえば、マクロチャネル品質）が、アクセスポイントのカバレージ範囲のエッ
ジにおいてアクセス端末（たとえば、ホームアクセス端末）によって観測されるチャネル
品質と同様であることである。
【００３６】
　アクセスポイントは、ネットワークリッスンモジュール（ＮＬＭ：network listen mod
ule）または（１つまたは複数の）他の好適な構成要素を使用してこの監視を実行し得る
。ＮＬＭは、アクセスポイントが近隣アクセスポイント（たとえば、マクロアクセスポイ
ントおよび／またはフェムトアクセスポイント）からＲＦ信号をリッスンすること（「ス
ニッフィング」と呼ばれることがある）を可能にするモバイル同様の能力を有する、アク
セスポイントのサブシステムである。次いで、アクセスポイントは、これらの信号に基づ
いて好適なチャネル品質メトリック（たとえば、受信信号強度）を測定し得る。このメト
リックから、アクセスポイントは、アクセスポイントによって使用されるべき初期送信電
力を設定し得る。この初期送信電力は、たとえば、送信電力のために使用されるべき初期
値、または送信電力がそれ以内に制限されるべき（たとえば、最小限界および最大限界に
よって指定された）初期範囲を備え得る。
【００３７】
　ＮＬＰＣチャネル監視は、展開のタイプ、監視されている（１つまたは複数の）チャネ
ルのタイプ、および潜在的に他のファクタに応じて、様々なタイプの信号情報を獲得する
ことに関与し得る。たとえば、アクセスポイントは、アクセスポイントのサービスチャネ
ルを搬送するキャリア周波数を監視し得、またはアクセスポイントは、他のタイプのチャ
ネル（たとえば、ビーコンチャネル）を搬送する他のキャリア周波数を監視し得る。
【００３８】
　いくつかの展開では、フェムトセルは、他のアクセスポイントによって使用される１つ
または複数のキャリア周波数（たとえば、マクロキャリア周波数）上でビーコンを送信す
る。この場合、フェムトセルは、ＮＬＰＣを使用して、これらのキャリア周波数上で動作
している近くのアクセス端末（たとえば、マクロセルによって現在サービスされている、
いわゆるマクロアクセス端末）に対してこれらのビーコンの送信が有し得る干渉を緩和す
るように、それらの周波数の各々上での送信電力を制御し得る。
【００３９】
　ＮＬＭを使用して周囲マクロネットワークの順方向リンク（ＦＬ）チャネル品質を測定
することによって、ビーコン電力が較正され得る。たとえば、フェムトセルは、ＮＬＭを
使用して、各周波数上で（１つまたは複数の）マクロアクセスポイントからのパイロット
を走査し、対応するパイロットエネルギー（たとえば、Ｅｃｐ）を測定し得る。これらの
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受信信号測定値と定義された（たとえば、仮定された）カバレージ範囲とを使用して、フ
ェムトセルは、マクロネットワークにおけるフェムトセルの位置に基づいてフェムトセル
のビーコン送信電力を適応させ得る。たとえば、フェムトセルがマクロセルのエッジにお
いて展開される場合、フェムトセルはより低い送信電力を使用する。逆に、フェムトセル
がマクロセルサイトにおいて（たとえば、マクロセルサイトの近くに）展開される場合、
フェムトセルはより高い送信電力を使用する。
【００４０】
　いわゆる同一チャネル展開では、フェムトセルは、マクロセルと同じキャリア周波数上
で展開される。すなわち、フェムトセルの（ダウンリンクとも呼ばれる）順方向リンクが
、マクロセルの順方向リンクと同じキャリア周波数上にある。この場合、フェムトセルは
、ＮＬＰＣを使用して、この周波数上で動作している近くのアクセス端末（たとえば、マ
クロアクセス端末）に対してフェムトセルの送信が有し得る干渉を緩和するように、この
キャリア周波数上での送信電力を制御し得る。
【００４１】
　ここで、フェムトセルの順方向リンク送信電力は、周囲マクロセルの順方向リンクチャ
ネル品質（たとえば、ＲＳＳＩ、Ｅｃｐ／Ｉｏ、ＲＳＣＰ）を測定することによって較正
され得る。フェムトセルは、マクロセルＲＳＳＩ測定値と定義されたカバレージ半径とを
（入力として）使用して、初期送信電力を設定する。送信電力は、アイドル再選択要件を
満たすように選定される。たとえば、フェムトセルＣＰＩＣＨ　Ｅｃ／Ｉｏは、カバレー
ジ半径のエッジにおいて（または所与の経路損失において）フェムトセルのＱｑｕａｌｍ
ｉｎよりも良好であるべきである。これを達成するために、送信電力レベルは、測定され
たマクロ品質（ＣＰＩＣＨ／Ｉｏ）と経路損失値とに応じて選定される。さらに、近くの
アクセス端末（たとえば、マクロアクセス端末）において引き起こされる干渉を制限する
ために、別の潜在的な要件は、フェムトセル送信が、フェムトセルカバレージ範囲のエッ
ジにおいて（または所与の経路損失において）多くとも一定の固定量だけＩｏを増加させ
ることである。次いで、フェムトセル送信電力は、これらの２つの基準の最小値であるよ
うに選定される。この場合も、これにより、フェムトセルは、マクロネットワークにおけ
るフェムトセルの位置に基づいてフェムトセルの送信電力を適応させることが可能になる
。送信電力は、マクロセルＲＳＳＩが強い位置と比較して、マクロセルＲＳＳＩが弱い位
置においてより低く設定される。
【００４２】
　図２のブロック２０８によって表されるように、いくつかの実装形態では、アクセスポ
イントはアクティブモバイル保護をも採用し得る。たとえば、フェムトセルのビーコン送
信が、フェムトセルの近傍のアクティブマクロユーザのボイス呼品質を劣化させ得る。そ
のようなビーコン干渉からこれらのアクティブマクロモバイルを保護するために、近くの
アクティブマクロユーザの存在が検出されたときはいつでも、フェムトセルはビーコン送
信を一時的にスロットリングする（すなわち、制限する）。
【００４３】
　したがって、アクセスポイントは、近くのアクティブ非ホームアクセス端末（たとえば
、アクティブマクロアクセス端末）の存在を定期的に（たとえば、連続的に）監視し、そ
のアクセス端末が近傍を離れるかまたはアクティブ通信を終了するまで、アクセスポイン
トの送信を制限するためのアクションをとり得る。アクセスポイントの近傍にそのような
アクティブアクセス端末がもはやなくなると、アクセスポイントは、他の送信電力アルゴ
リズム（たとえば、ＮＬＰＣまたはＭＡＲＴ）によって規定される送信電力レベルを使用
することを再開し得る。
【００４４】
　アクセスポイントは、様々な方法でアクセスポイントの送信を制限し得る。いくつかの
実装形態では、アクセスポイントは、それの送信電力を一時的に低減する。たとえば、ア
クセスポイントは、ビーコンを送信するために使用する最大送信電力限界を一時的に低減
し得る。いくつかの実装形態では、アクセスポイントは、それの送信の周期性を一時的に



(22) JP 2013-520107 A 2013.5.30

10

20

30

40

50

低減する。たとえば、アクセスポイントが、所与のキャリア周波数上でビーコンを周期的
に送信する場合（たとえば、異なるキャリア周波数上でビーコン送信を時分割多重化する
とき）、アクセスポイントは、そのキャリア周波数上でビーコンが送信される時間期間を
一時的に低減し得る。いくつかの実装形態では、アクセスポイントは送信を一時的に中止
する。たとえば、アクセスポイントは、検出されたアクセス端末に情報を送るために使用
されている任意のマクロキャリア周波数上でビーコンを送信するのを一時的に中止し得る
。
【００４５】
　アクセスポイントは、送信を一時的に制限するための様々な技法を採用し得る。いくつ
かの実装形態では、アクセスポイントは、定義された時間期間の間に送信を制限する。た
とえば、アクセスポイントは、送信を制限するときにタイマーを開始し、タイマーが満了
すると、送信の制限を終了し得る。いくつかの実装形態では、アクセスポイントは、終了
イベントが起こるまで送信を制限する。たとえば、アクセス端末の検出が、測定された受
信信号強度がしきい値を超えることに基づく場合、アクセスポイント１０４は、測定され
た受信信号強度が一定の構成可能なしきい値を下回ると、送信の制限を終了し得る。これ
らの場合のいずれにおいても、送信の制限を終了すると、アクセスポイント１０４は、送
信の制限より前に使用されていた送信電力レベルおよび／または周期性で送信することを
再開し得る。
【００４６】
　いくつかの実装形態では、チャネルフェージングに対するロバストネスのために、送信
電力は、フィルタ処理されたＲＳＳＩに反比例する値に低減される。その比例定数は、干
渉を制限するために適用されるスロットリングの量と、スロットリングによって生じるフ
ェムトセルカバレージの低減との間のトレードオフを図るために使用される調整可能なパ
ラメータである。
【００４７】
　アクセスポイントは、様々な方法でアクティブアクセス端末の存在を検出し得る。アク
セスポイントが、フェムトセルのビーコン送信を制限するフェムトセルを備える場合の、
いくつかの例について以下で説明する。
【００４８】
　いくつかの実装形態では、フェムトセルは、マクロセル順方向リンクキャリア周波数（
または複数の周波数）とペアになったマクロセル逆方向リンクキャリア周波数（または複
数の周波数）上の受信信号強度を測定することによって近くのマクロセルユーザの存在を
検出する。この測定値は受信信号強度指示（ＲＳＳＩ:received signal strength indica
tion）と呼ばれることがある。たとえば、ある時間期間にわたって一定の期待値（たとえ
ば、しきい値）を超える逆方向リンクＲＳＳＩ値の測定値は、対応する順方向リンク周波
数上で受信しているアクティブマクロセルユーザの存在の指示として働き得る。フェムト
セルの近傍にアクティブマクロユーザがいない場合に、逆方向リンクＲＳＳＩは、フェム
トセルの雑音フロア（たとえば、熱雑音レベル）に極めて近いことが期待される。したが
って、この雑音フロアに基づく事前計算されたしきい値を上回るＲＳＳＩの上昇は、近く
のアクティブマクロユーザの存在の指示として使用され得る。次いで、タイムアウト後に
、またはＲＳＳＩが定義されたしきい値を再び下回ると、スロットリングが中止され得る
。
【００４９】
　いくつかの実装形態では、近くのアクティブマクロセルユーザの存在はアクセスポイン
トにアプリオリに知られていることがある。たとえば、制限付きユーザまたはゲストユー
ザのためのフェムトセルからマクロセルへのアクセス端末のアクティブハンドオーバ（通
常、アクティブハンドアウトと呼ばれる）の場合、フェムトセルは、このアクセス端末が
フェムトセルの近傍にあり、マクロセルによって現在サービスされていることを知ること
になる。したがって、フェムトセルは、マクロセルユーザがマクロネットワークから情報
を受信するためのダウンリンクキャリア周波数またはダウンリンクキャリア周波数のセッ
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ト上で、送信を制限し得る（たとえば、ビーコンスロットリングを適用し得る）。したが
って、フェムトセルがシグナリング専用アクセスモード（たとえば、ハイブリッドモード
）をサポートする場合、フェムトセルにキャンプオンしているエイリアンアクセス端末が
アクティブモードサービスのためにマクロセルにハンドアウトされるときに、スロットリ
ングが適用され得る。
【００５０】
　図２のブロック２１０によって表されるように、アクセスポイントは、チャネル品質の
変化を定期的に（たとえば、周期的に）監視して、ＮＬＰＣに一時的に戻るべきかどうか
を判断する。たとえば、（たとえば、アクセスポイントの位置の変化、および／または近
傍のアクセスポイントの設置／除去により）チャネル品質の著しい変化が最近あった場合
、ＭＡＲＴについて収集された情報は信頼できないと見なされ得る。そのような場合、ア
クセスポイントは、新しいＭＡＲＴ情報が獲得されるまで、ＮＬＰＣ状態に切り替え復帰
して、アクセスポイントの初期送信電力限界を再確立し得る。
【００５１】
　したがって、初期化時の初期電力設定に加えて、ＮＬＰＣ技法は、アクセスポイントの
位置の変化などのイベントによるＲＦ環境の変化を識別し、それに応じて送信電力を調整
するという、再較正目的で使用され得る。そのような再較正は、アクセスポイントによっ
て自律的に開始されるか、またはネットワークによって指示され得る。再較正はまた、フ
ェムトセルの再始動またはリセット時に開始され得る。リセットまたは再始動後に、フェ
ムトセルは最初にチャネル品質の変化について検査し得る。著しい変化が検出されない場
合、フェムトセルは、リセットまたは再始動イベントより前に使用されていた送信電力を
使用し得る。他の場合、フェムトセルは、ＮＬＰＣ状態に切り替え復帰して、初期送信電
力レベルを再確立し得る。
【００５２】
　実際には、ＮＬＰＣはいくつかの固有の制限を有し得る。第１に、ユーザ入力であり得
る所望のフェムトセルカバレージ範囲（たとえば、ビーコンカバレージ半径）が正しい推
定値でないことがある。たとえば、フェムトセルが小さいアパート中に展開されるのかま
たは大きい家屋中に展開されるのかが、アプリオリに知られていないことがある。第２に
、アパート近傍のユーザ交通量がアパートごとに著しく変動し得る。たとえば、フェムト
セルが、にぎやかな街路に面しているアパートの一室中に展開されるのか、または極めて
少ない交通量の街路に面しているアパートの一室中に展開されるのかが、アプリオリに知
られていないことがある。第３に、ＮＬＰＣは、アパートまたは家屋全体にわたるマクロ
チャネル品質が、フェムトセル設置位置においてＮＬＭによって測定されるマクロチャネ
ル品質と同じであると仮定する。しかしながら、実際には、フェムトセルにおけるＲＦ状
態と、アパート／家屋中のアクセス端末におけるＲＦ状態との間に著しいＲＦ不一致があ
り得る。したがって、ＮＬＭ測定値は、アパート／家屋全体にわたるＲＦ環境を正確に表
さないことがある。フェムトセルにおけるＲＦ不一致、およびアパート／家屋中の異なる
位置においてユーザが受けるＲＦ不一致は、パフォーマンスに影響を及ぼす。たとえば、
窓の近くに配置されると、フェムトセルは、強いマクロ信号を検出し、高電力で送信し、
その高電力は、屋外ユーザに対する干渉を引き起こし、同時に、マクロチャネル品質が弱
い家屋内でカバレージを与えるのに十分すぎる電力である。
【００５３】
　これらの制限により、ＮＬＰＣは不必要に高いまたは低い送信電力レベルを生じ得る。
したがって、展開シナリオへのより良い適応のためにフェムトセルの送信電力およびカバ
レージを微調整することが望ましい。そのような微調整は、図３で説明するＭＡＲＴ動作
を使用することによって達成され得る。
【００５４】
　いくつかの実装形態では、ＭＡＲＴは、ホームアクセス端末（home access terminal）
から取得された１つまたは複数の周波数上のチャネル品質に関するチャネル品質報告（以
下、ＨＡＴ報告と呼ぶ）、および／またはフェムトセルのカバレージ中にあるアクセス端
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末（たとえば、好適なアクセス端末、またはマクロアクセス端末などの非ホームアクセス
端末）によって実行された登録の統計に基づく。ここで、ＮＬＰＣを適用した後に、ＭＡ
ＲＴは、ＨＡＴ報告とアクセス端末登録統計とを収集することによって定期的に（たとえ
ば、２４時間ごとに、２、３日ごとに）実行される。このようにして、ＭＡＲＴは、アク
セスポイントの最適長期送信電力レベルを判断するために使用され得る。
【００５５】
　いくつかの態様では、ＨＡＴ報告を使用することによって、ホームアクセス端末に十分
なカバレージが保証され得る。ＨＡＴフィードバックに基づいて、フェムトセルは、建築
物中の所望のカバレージ範囲（すなわち、建築物中の異なる位置における経路損失）およ
びＲＦ状態を学習し、次いで最適送信電力レベルを選定し得る。たとえば、フェムトセル
は、小さい建築物中に展開されるときと比較して、大きい建築物中に展開されるとき、比
較的より高い電力でビーコンを送信し得る。
【００５６】
　いくつかの態様では、エイリアンアクセス端末による多数の登録は、自宅の外部へのビ
ーコン漏れの指示である。したがって、エイリアンアクセス端末による登録数が一定の構
成可能なしきい値を上回ると、ビーコン電力、したがってフェムトセルのカバレージ範囲
は、エイリアンアクセス端末に対するビーコン干渉を制御するために低減される。
【００５７】
　図３のブロック２１２～２２０は、例示的なＭＡＲＴ実装形態において実行され得るい
くつかの動作を表す。
【００５８】
　ブロック２１２および２１４はＨＡＴ報告の収集を表す。これらの報告はアクセス端末
によって自律的に送られ得、またはアクセスポイントは、チャネル品質を周期的に測定し
、返報するようにアクセス端末に要求し得る。いくつかの実装形態では、アクセスポイン
トが十分な数（たとえば、定義された数）のＨＡＴ報告を受信するまで、ＨＡＴ報告に基
づく送信電力の変更は行われないことがある。したがって、アクセスポイントは、所望の
数のＨＡＴ報告が受信されるまで、ＮＬＰＣまたは何らかの他のアルゴリズムによって指
定された電力レベルで送信し続け得る。この時間中に、アクセスポイントは、ブロック２
０８とブロック２１０とにおいて上記で説明したように、アクティブアクセス端末とＲＦ
状態の変化とを考慮し得る。
【００５９】
　ブロック２１６および２１８は登録統計の収集を表す。これらの登録統計は、たとえば
、定義された時間期間にわたってアクセスポイントにおいて行われた登録試み（たとえば
、エイリアンアクセス端末による失敗した登録）の数に対応し得る。ここで、その時間期
間が満了すると、アクセスポイントは、その時間期間中に行われた登録試みの数を計数し
得る。したがって、アクセスポイントは、その時間期間が満了するまで、ＮＬＰＣまたは
何らかの他のアルゴリズムによって指定された電力レベルで送信し続け得る。この時間中
に、アクセスポイントは、ブロック２０８とブロック２１０とにおいて上記で説明したよ
うに、アクティブアクセス端末とＲＦ状態の変化とを考慮し得る。
【００６０】
　ブロック２２０によって表されるように、アクセスポイントは、ＨＡＴ報告および／ま
たは登録統計に基づいてアクセスポイントの送信電力を設定する。マクロ（および／また
は他のフェムト）アクセス端末からのＨＡＴ報告と登録統計とからの情報を組み合わせる
ことによって、フェムトセルは、カバレージと干渉最小化とのトレードオフのバランスを
とるように所望の送信電力設定を選定し得る。たとえば、受信した報告を使用して、フェ
ムトセルは、建築物中の異なる位置におけるホームアクセス端末への経路損失、ならびに
これらの位置におけるマクロチャネル品質（および／または受信信号電力）を推定し得る
。したがって、フェムトセルは、その建築物において必要とされるカバレージ範囲および
ＲＦ状態を学習し、それに応じてフェムトセルの送信電力を微調整し得る。その結果、フ
ェムトセルは、小さい建築物中に展開されるときと比較して、大きい建築物中に展開され
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るとき、比較的より高い電力で自動的に送信し得る。
【００６１】
　いくつかの実装形態では、フェムトセル送信電力は、ホームアクセス端末カバレージ制
約とマクロセルユーザ保護制約とを満たすように選定される。アクセス端末カバレージ制
約では、送信電力レベルは、フェムトセルカバレージ半径のエッジにおいて（たとえば、
フェムトセルからの所与の経路損失において）ホームアクセス端末が受けるＣＰＩＣＨ　
Ｅｃ／Ｉｏが一定のしきい値を上回るように選定される。マクロセルユーザ保護制約では
、送信電力レベルは、フェムトセルからの所与の経路損失においてエイリアンマクロアク
セス端末に対するフェムトセル送信の影響を制限するように選定される。これを達成する
ために、送信電力レベルは、フェムトセルカバレージ半径のエッジにおいて（たとえば、
フェムトセルからの所与の経路損失において）一定の量を超える量だけフェムトセル干渉
がマクロセル周波数上での総受信電力（Ｉｏ）を超えないように選定される。
【００６２】
　上述のように、異なる実装形態が、ＮＬＰＣ、ＨＡＴベースのＭＡＲＴ、または登録ベ
ースのＭＡＲＴのうちの１つまたは複数を採用することも採用しないこともある。したが
って、いくつかの態様では、これらのアルゴリズムの対話は、どのアルゴリズムがアクセ
スポイントによって使用されるかに依存し得る。
【００６３】
　ＮＬＰＣ、ＨＡＴベースのＭＡＲＴ、および登録ベースのＭＡＲＴ方式をサポートする
実装形態の一例では、ＮＬＰＣは、アクセスポイントによって初めに使用される送信電力
限界を定義するために使用される。十分な数のＨＡＴ報告が獲得されるまで、アクセスポ
イントによって使用される実際の送信電力は、登録統計に基づいてこれらの限界内の値に
設定される。十分な数のＨＡＴ報告が獲得されると、アクセスポイントはＨＡＴ報告に基
づいて新しい送信電力限界を定義する。次いで、アクセスポイントによって使用される実
際の送信電力は、登録統計（たとえば、失敗した登録試みの数、受信された登録試みの数
）に基づいて新しい限界内の値に設定される。
【００６４】
　ＮＬＰＣ、ＨＡＴベースのＭＡＲＴ、および登録ベースのＭＡＲＴ方式をサポートする
実装形態の別の例では、ＮＬＰＣは、アクセスポイントによって初めに使用される送信電
力を定義するために使用される。十分な数のＨＡＴ報告が獲得されると、アクセスポイン
トはＨＡＴ報告に基づいて送信電力限界を定義する。次いで、送信電力は、登録統計に基
づいてこれらの限界内で定義される。
【００６５】
　ＮＬＰＣおよびＨＡＴベースのＭＡＲＴ方式をサポートする実装形態の一例では、ＮＬ
ＰＣは、アクセスポイントによって初めに使用される送信電力を定義するために使用され
る。十分な数のＨＡＴ報告が獲得されると、アクセスポイントはＨＡＴ報告に基づいて送
信電力レベルを定義する。
【００６６】
　ＮＬＰＣおよび登録ベースのＭＡＲＴ方式をサポートする実装形態の一例では、ＮＬＰ
Ｃは、アクセスポイントによって初めに使用される送信電力限界を定義するために使用さ
れる。登録統計を収集するための時間期間が満了すると、アクセスポイントは、（たとえ
ば、ＮＬＰＣによって設定された限界内で送信電力を増分または減分することによって）
登録統計に基づいてそれらの送信電力限界内で送信電力レベルを定義する。場合によって
は、この組合せは、十分な数のＨＡＴ報告の収集より前に使用される。これらの場合、十
分なＨＡＴ報告が収集されると、送信電力制御は、ＮＬＰＣ、ＨＡＴベースのＭＡＲＴ、
および登録ベースのＭＡＲＴ方式に戻り得る。
【００６７】
　次に図４および図５のフローチャートを参照しながら、別の送信電力制御アルゴリズム
の送信電力限界を設定するためにアクセスポイントにおいてＮＬＰＣがどのように使用さ
れ得るかに関係する追加の詳細について説明する。また、以下で説明する動作は、ＮＬＰ



(26) JP 2013-520107 A 2013.5.30

10

20

30

40

50

Ｃを使用して特定の送信電力値を設定することに適用可能であり得ることを諒解されたい
。
【００６８】
　図４のブロック４０２によって表されるように、説明する動作はアクセスポイントの初
期化とともに開始する。ここで、アクセスポイントは、初期化が開始したと（または、以
下で説明するように、再較正が必要とされると）判断することと、この判断に基づいてＮ
ＬＰＣの開始をトリガすることとを行うための機構を与え得る。
【００６９】
　ブロック４０４によって表されるように、アクセスポイントは、ＮＬＰＣ中にアクセス
ポイントの所望のカバレージ範囲を示す情報を維持する。たとえば、この情報は、高電力
ビーコンのためのより大きいカバレージ半径に対応する第１の経路損失値と、低電力ビー
コンのためのより小さいカバレージ半径に対応する第２の経路損失値とを備え得る。これ
らのパラメータは（たとえば、バックホールを介して）ネットワークによってプロビジョ
ニングされ得、またはアクセスポイントはいくつかの典型的な値を使用し得る。いずれの
場合も、これらの値はアクセスポイントのメモリ構成要素に記憶され得る。
【００７０】
　ブロック４０６によって表されるように、アクセスポイントは、（たとえば、ネットワ
ークリッスンモジュールを使用することによって）１つまたは複数のキャリア周波数上で
他のアクセスポイントからの信号を監視するように構成される。たとえば、同一チャネル
展開では、アクセスポイントは、他のアクセスポイントからの信号（たとえばパイロット
）について、アクセスポイントのサービスチャネルのために使用されるキャリア周波数を
監視し得る。アクセスポイントがアクセスポイントのサービスチャネルキャリア周波数以
外のキャリア周波数（たとえば、マクロキャリア周波数）上でビーコンを送信する展開で
は、アクセスポイントは、他のアクセスポイントからの信号について、そのキャリア周波
数を監視し得る。（たとえば、アクセスポイントが、２つ以上のキャリア周波数上での送
信電力を制御する必要がある場合）アクセスポイントは２つ以上のキャリア周波数を監視
し得ることを諒解されたい。
【００７１】
　ブロック４０８によって表されるように、アクセスポイントは、受信した信号に関連す
る信号強度情報を判断する。このようにして、アクセスポイントは、近隣アクセスポイン
トによる送信により、アクセスポイントにおけるチャネル品質を推定し得る。たとえば、
いくつかの実装形態では、アクセスポイントは、所与のキャリア周波数上で動作している
各マクロアクセスポイントについて受信パイロットエネルギー（たとえば、Ｅｃｐ）を測
定し得る。いくつかの実装形態では、アクセスポイントは、所与のキャリア周波数上でア
クセスポイントのＣＰＩＣＨ　ＲＳＣＰおよび／またはＣＰＩＣＨ　Ｅｃ／Ｉｏおよび／
または経路損失とともに総信号電力Ｉｏ（たとえば、総ＲＳＳＩ）を測定し得る。
【００７２】
　ブロック４１０によって表されるように、アクセスポイントは、判断された信号強度情
報と維持されたカバレージ範囲情報とに基づいて、別の送信電力アルゴリズムの送信電力
限界を設定する。たとえば、アクセスポイントは、初めに、信号強度情報とカバレージ範
囲情報とに基づいて公称送信電力レベルを判断し得る。次いで、アクセスポイントは、（
たとえば、Δを加算して上限を与えることと、Δを減算して下限を与えることとによって
）公称送信電力レベルに基づいて上限および下限を定義し得る。そのような公称送信電力
値を判断するための２つの例示的な実装形態について以下で説明する。
【００７３】
　第１の実装形態は、たとえば、フェムトセルのサービスチャネルキャリア周波数とは異
なるマクロキャリア周波数上でフェムトセルがビーコンを送信する展開において、採用さ
れ得る。ここで、フェムトセルは、マクロアクセスポイントパイロットを走査し、最も強
いマクロアクセスポイントのパイロットエネルギー（Ｅｃｐｍａｒｃｒｏ）を判断する。
さらに、高電力ビーコンカバレージ半径ＰＬhighおよび低電力ビーコンカバレージ半径Ｐ
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Ｌｌｏｗが、上記で説明したように、ビーコン送信の経路損失に関して定義される。
【００７４】
　監視によりマクロアクセスポイントが検出されたかどうかに応じて、送信電力を設定す
るために異なるアルゴリズムが採用される。マクロアクセスポイントが検出されない場合
、低電力ビーコンの公称送信電力（Ｐｌｏｗ）は、フェムトセルのために指定された最小
ビーコン電力レベルに設定される。さらに、高電力ビーコンの公称送信電力（Ｐｈｉｇｈ

）は、低電力ビーコン送信電力よりも高い定義された量（たとえば、＋Δ）を設定される
（フェムトセルのために指定された最大ビーコン電力レベルの上限によって制約される）
。
【００７５】
　マクロアクセスポイントが検出された場合、Ｐｌｏｗは、Ｅｃｐｍａｃｒｏ＋ＰＬｌｏ

ｗ＋Ｈｙｓｔ＋ＥｃｐＩｏｒｂｅａｃｏｎに設定される（最大および最小ビーコン送信電
力レベルによって制約される）。各式では、すべての量が、対数目盛、すなわち、ｄＢ、
ｄＢｍ単位の量であると仮定することに留意されたい。同様に、Ｐｈｉｇｈは、Ｅｃｐｍ

ａｃｒｏ＋ＰＬｈｉｇｈ＋Ｈｙｓｔ＋ＥｃｐＩｏｒｂｅａｃｏｎに設定される（最大およ
び最小ビーコン送信電力レベルによって制約され、また、少なくとも、Ｐｌｏｗよりも高
い定義された量（たとえば、＋Δ）であるように制約される）。ここで、Ｈｙｓｔは、マ
クロパイロットエネルギーに対するビーコン電力を制御する構成可能なパラメータであり
、ＥｃｐＩｏｒｂｅａｃｏｎは、パイロット電力とビーコンチャネル上で送信される総電
力との比を表す構成可能なパラメータである。Ｈｙｓｔは、一般に、マクロパイロットか
らビーコンパイロットにいつハンドオフすべきかを判断するためにアクセス端末によって
使用されるハンドオフヒステリシス基準に基づいて選定される。いくつかの態様では、上
式は、アクセス端末をアクセスポイントにハンドインさせるのに十分な電力を経路損失エ
ッジにおけるアクセス端末がアクセスポイントから受信することを保証し得る。
【００７６】
　次いで、上記で判断された公称送信電力（ＰｈｉｇｈおよびＰｌｏｗ）は、対応する送
信電力限界を定義するために使用され得る。たとえば、低電力ビーコンの最小および最大
送信電力限界は、それぞれＰｌｏｗ－Δ１およびＰｌｏｗ＋Δ２として指定され得る。同
様に、高電力ビーコンの最小および最大送信電力限界は、それぞれＰｈｉｇｈ－Δ３およ
びＰｈｉｇｈ＋Δ４として指定され得る。
【００７７】
　上述の第２の実装形態は、たとえば、同一チャネル展開において採用され得る。ここで
、フェムトセルは、順方向リンクキャリア周波数上で（たとえば、総ＲＳＳＩを測定する
ことによって）Ｉｏを推定し得る。さらに、フェムトセルは、このキャリア周波数上のマ
クロセルによる干渉寄与（たとえば、フェムトセルがない場合に存在するであろう干渉）
に対応するＩｏ値（Ｉｏｗｉｔｈｏｕｔｆｅｍｔｏｓ）を判断する。フェムトセルはまた
、（たとえば、一定の負荷を仮定して）フェムトセルによる送信による許される追加の干
渉寄与に対応するＩｏ値（Ｉｏｔｈｉｓ，ｆｅｍｔｏ）を維持する。さらに、フェムトセ
ルは、（たとえば、フェムトセルカバレージのエッジにおける一定の負荷を仮定して）フ
ェムトセルのホームアクセス端末が受ける最小の所望のダウンリンクパイロット強度（Ｃ
ＰＩＣＨ　Ｅｃ／Ｉｏ）に対応するＥｃｐＩｏ値（ＥｃｐＩｏｍｉｎ，ｆｅｍｔｏｕｓｅ

ｒ）を維持する。
【００７８】
　公称送信電力値は、カバレージエッジにおいてホームアクセス端末に十分な電力を与え
ると同時に、許される干渉の量によってこの電力を制限するように、計算される。詳細に
は、送信電力レベルは、構成された送信電力レベルが一定の定義された限界内にあること
を保証しながら、カバレージ半径（ＰＬｅｄｇｅ）における（所与のフェムトセル負荷の
場合の）フェムトセルＣＰＩＣＨ　Ｅｃ／ＩｏがＥｃｐＩｏｍｉｎ，ｆｅｍｔｏｕｓｅｒ

を超えるように、選定される。
【００７９】
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　たとえば、許される干渉によって制約される値（Ｐｔｅｍｐ１）が、ＰＬｅｄｇｅ＋Ｉ
ｏｗｉｔｈｏｕｔｆｅｍｔｏｓ＋Ｉｏｔｈｉｓ，ｆｅｍｔｏ－ＥｃｐＩｏｒｆｅｍｔｏに
設定され、上式で、ＥｃｐＩｏｒｆｅｍｔｏは、チップ当たりのパイロットエネルギーと
総送信電力スペクトル密度との比である（たとえば、ＣＰＩＣＨ　Ｅｃ／Ｉｏｒ）。さら
に、フェムトセルユーザによって必要とされる電力によって制約される値（Ｐｔｅｍｐ２

）が、ＰＬｅｄｇｅ＋Ｉｏｗｉｔｈｏｕｔｆｅｍｔｏｓ＋（ＥｃｐＩｏｍｉｎ，ｆｅｍｔ

ｏｕｓｅｒと、ＥｃｐＩｏｒｆｅｍｔｏと、負荷ファクタとに基づくパラメータ）に設定
される。
【００８０】
　次いで、公称送信電力（Ｐｆｅｍｔｏ）が、総フェムトセル送信電力の最小および最大
許容値によって制約されるこれらの２つの値（Ｐｔｅｍｐｔ１およびＰｔｅｍｐｔ２）の
最小値として選択される。次いで、この公称送信電力は最大送信電力を指定し得る。次い
で、この値は、対応する送信電力限界を定義するために使用され得る。たとえば、順方向
リンク上でのフェムトセル送信の最小および最大電力限界は、それぞれＰｆｅｍｔｏ－Δ
およびＰｆｅｍｔｏとして指定され得る。
【００８１】
　次に図５のブロック４１２を参照すると、ブロック４１０において送信電力限界が定義
された後、アクセスポイント（たとえば、フェムトセル）は、別の電力制御アルゴリズム
（たとえば、ＨＡＴ報告ベースおよび／または登録ベースのＭＡＲＴ）を採用して、送信
電力を制御する。たとえば、本明細書で説明するように、ＭＡＲＴベースアルゴリズムは
、ブロック４１０において定義された送信電力限界内で送信電力値を指定し得る。上記で
説明したように、十分な数のＨＡＴ報告が取得されるまで、アクセスポイントはＮＬＰＣ
ベースの限界を使用して送信し得、その場合、これらの限界内で使用される実際の送信電
力値は登録統計に基づく。次いで、十分な数のＨＡＴ報告が利用可能になると、ＨＡＴ報
告に基づく新しい限界が与えられる。これらの新しい限界内で使用される実際の送信電力
値は、この場合も登録統計に基づく。
【００８２】
　図５のブロック４１４によって表されるように、アクセスポイントは、ネットワークリ
ッスン測定を定期的に（たとえば、周期的に）実行して、ＮＬＰＣ再較正が必要とされる
かどうかを判断する。そのような再較正は、たとえば、アクセスポイントの位置の変化の
結果として、アクセスポイントのカバレージエリア中での物体の移動の結果として、また
はアクセスポイントの近傍に新しいアクセスポイントが展開されたことの結果として、示
され得る。アクセスポイントは、所与のキャリア周波数（たとえば、順方向リンクまたは
ビーコンチャネル）上のチャネル品質の変化が検出されたときはいつでも、（たとえば、
上記で説明したように、新しい値を設定することによって）送信電力限界を調整し得る。
たとえば、そのキャリア周波数上で追加の信号を受信すると、アクセスポイントは、これ
らの追加の信号に関連する新しい信号強度情報を判断し、新しい信号強度情報を前の信号
強度情報と比較し得る。その比較の結果（たとえば、差または比）が定義されたしきい値
を超える場合、アクセス端末は、ＮＬＰＣ再較正を起動して、送信電力限界を調整し得る
。
【００８３】
　次に図６および図７を参照しながら、アクセスポイント（たとえば、フェムトセル）に
よって実行され得る例示的なＭＡＲＴ関係の動作の追加の詳細について次に説明する。詳
細には、図６は、ＨＡＴ報告ベースの方式の場合の例示的な動作を表し、図７は、登録ベ
ースの方式の場合の例示的な動作を表す。典型的なシナリオでは、これらの方式の各々は
、統計の対応するセット（たとえば、ＨＡＴ報告からの経路損失、チャネル品質、または
ある時間期間にわたって収集された登録メッセージに関する統計）を収集することと、収
集された統計に基づいて送信電力を周期的に更新することとに関与する。
【００８４】
　いくつかの態様では、以下で説明する仮定は、図６および図７のＭＡＲＴ動作に適用可
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能であり得る。第１に、アクセスポイント（たとえば、フェムトセル）は、制限付きアク
セスポリシーまたはシグナリング専用アクセスポリシーを採用する。後者の場合、エイリ
アンアクセス端末は、アイドルモードでアクセスポイントに登録し、（アイドルモードで
接続されたまま）アクセスポイントにキャンプオンし得るが、アクティブモードサービス
を得ることができない。第２に、アクセスポイントは、何らかの方法でホームアクセス端
末とエイリアンアクセス端末とを区別することが可能である。たとえば、アクセスポイン
トは、国際モバイル加入者識別情報（ＩＭＳＩ）または電子シリアル番号（ＥＳＮ）など
、アクセス端末の一意の識別子に基づいてアクセス端末を区別することが可能であり得る
。この情報は、ネットワークによってアクセスポイントにプロビジョニングされるか、ま
たはアクセスポイントによって学習され得る。たとえば、フェムトセルにキャンプオンし
ているエイリアンアクセス端末が呼を発信または受信すると、そのアクセス端末は、アク
ティブモードサービスのためにマクロアクセスポイントにリダイレクトされることになる
。したがって、フェムトセルは、そのようなアクセス端末のＩＭＳＩを記録して、それら
のアクセス端末をエイリアンアクセス端末として分類し得る。逆に、フェムトセルからア
クティブサービスを受信するモバイルのＩＭＳＩは、記録され、ホームアクセス端末とし
て分類され得る。
【００８５】
　初めに図６を参照すると、ブロック６０２および６０４によって表されるように、アク
セスポイントは、本明細書で説明するように、順方向リンク上でボイスおよび／またはデ
ータを送信し、１つまたは複数のビーコンチャネル上でビーコンを送信し得る。たとえば
、同一チャネル展開では、フェムトセルは、１つまたは複数のマクロセルと共有されるキ
ャリア周波数上でパイロットとサービスチャネル情報とを送信し得る。また、非同一チャ
ネル展開では、フェムトセルは、フェムトキャリア周波数上でサービスチャネル情報を送
信し、１つまたは複数のマクロキャリア周波数上でビーコンを送信し得る。
【００８６】
　ブロック６０６によって表されるように、アクセスポイントは、順方向リンクおよび／
またはビーコンチャネル上のチャネル品質を示すメッセージを受信する。たとえば、ホー
ムアクセス端末がアクセスポイントのカバレージエリア全体にわたって移動するとき、ア
クセスポイントは、そのアクセス端末から測定報告を受信し得る。これらの測定報告は、
アクセス端末が順方向リンクキャリア周波数上でおよび／または１つまたは複数のマクロ
キャリア周波数上で行った測定を含み得る。
【００８７】
　これらの報告は様々な方法でトリガされ得る。場合によっては、アクセス端末は、アク
セス端末におけるイベント（たとえば、測定報告イベント）の発生に基づいて測定報告を
自律的に送り得る。場合によっては、アクセスポイントは、測定報告を送るようにアクセ
ス端末に要求し得る。たとえば、フェムトセルは、フェムトセルおよび近隣マクロセルな
らびに他のフェムトセルに対応する順方向リンクチャネル品質報告を送るようにアクティ
ブホームアクセス端末に要求し得る。ここで、その要求は、それらの報告が繰り返し（た
とえば、数秒または数分ごとなど、周期的に）送られるべきであることを指定し得る。
【００８８】
　測定報告メッセージは様々な形態をとり得る。たとえば、順方向リンクサービスチャネ
ルの報告は、ｃｄｍａ２０００　１ｘＲＴＴフェムトセルにおける周期パイロット強度測
定メッセージング（周期ＰＳＭＭ（ｐｉｌｏｔ　ｓｔｒｅｎｇｔｈ　ｍｅｓｕｒｅｍｅｎ
ｔ）機構を使用して要求され得る。同様に、サービス周波数とは異なる周波数の報告は、
ｃｄｍａ２０００　１ｘＲＴＴフェムトセルにおける候補周波数探索（ＣＦＳ：ｃａｎｄ
ｉｄａｔｅ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｓｅａｒｃｈ）要求および報告機構を使用して要求さ
れ得る。
【００８９】
　ＵＭＴＳでは、フェムトセルは、測定制御メッセージを使用することによってイベント
ｅ１Ｘを構成し得る。そのようなメッセージは、たとえば、報告されるべきマクロセルお
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よび（要求側を含む）フェムトセルの識別子（たとえば、プライマリスクランブリングコ
ード）を用いて構成され得る。そのメッセージはまた、報告されるべきパラメータ（たと
えば、ＣＰＩＣＨ　Ｅｃ／ＩｏおよびＣＰＩＣＨ　ＲＳＣＰ）を指定し得る。
【００９０】
　サービスチャネルおよびビーコン／マクロチャネルのＨＡＴ報告の収集は同期され得る
。たとえば、周波数にわたって情報を相関させ、パフォーマンスを改善するために、ビー
コンチャネル測定は、順方向リンクサービスチャネル測定の数百ミリ秒または数秒以内に
要求され得る。たとえば、所与の位置におけるアクセス端末への経路損失が、フェムトセ
ルのサービスチャネルの報告に基づいて判断されており、チャネル状態が、その位置から
アクセス端末が送ったマクロチャネルの報告に基づいて判断されている場合、これらの報
告は、正しい経路損失が、報告されたチャネル状態と一致するように、時間的に相関され
ることが望ましい。
【００９１】
　測定報告からの情報は、場合によっては処理され得る。たとえば、アクセスポイントは
、測定値に基づいて統計（たとえば、平均Ｅｃｐ／Ｉｏ、平均Ｉｏ）を記憶し得る。また
、固定アクセス端末からの複数の報告が全体的な統計をバイアスしないことを保証するた
めに、フィルタ処理が採用され得る。また、別のアクセスポイントにハンドオーバされて
いる間またはそれより前にアクセス端末によって報告される情報が統計中に含まれないこ
とを保証するために、フィルタ処理が適用され得る。
【００９２】
　技術およびアクセス端末能力に応じて、建築物中のＲＦ環境を学習することと、それに
応じて送信電力を調整することとに関連して、追加情報（たとえば、経路損失値）が、ア
クセス端末によって報告され、アクセスポイントのデータベースに記憶され得る。また、
ホームアクセス端末報告は、アクセス端末によってサポートされる場合、アイドルモード
で収集され得る。
【００９３】
　図６のブロック６０８によって表されるように、アクセスポイントは、ブロック６０６
において受信されたメッセージに基づいてアクセスポイントの送信電力を制御する。たと
えば、フェムトセルは、それの順方向リンクについておよび／またはビーコンチャネルに
ついて、送信電力値を設定するかまたは送信電力限界（たとえば、最小および最大限界）
を設定し得る。このようにして送信電力限界を設定するための２つの例示的な実装形態に
ついて以下で説明する。
【００９４】
　第１の実装形態は、たとえば、フェムトセルのサービスチャネルキャリア周波数とは異
なるマクロキャリア周波数上でフェムトセルがビーコンを送信する展開において、採用さ
れ得る。フェムト順方向リンクサービスチャネルでは、フェムトセルは、アクセス端末に
よって測定されたフェムトセル順方向リンクのパイロット強度（Ｅｃｐ／Ｉｏ）、総受信
電力（Ｉｏ）、という情報を測定報告から収集する。マクロ／ビーコンチャネルでは、フ
ェムトセルは、ビーコン順方向リンクのＥｃｐ／Ｉｏ、マクロアクセスポイントのＥｃｐ
／Ｉｏ、およびマクロチャネル上での総受信電力、という情報を測定報告から収集する。
【００９５】
　フェムトセルはまた、フェムトセルと、ホームアクセス端末が測定報告をそこから送っ
た異なる位置との間の経路損失を判断し、これらの経路損失に関する統計（たとえば、中
央経路損失、最大経路損失、または累積分布関数（ＣＤＦ：ｃｕｍｕｌａｔｉｖｅ　ｄｉ
ｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ　ｆｕｎｃｔｉｏｎ））を計算する。たとえば、ＰＳＭＭにおいて
報告されたフェムトセルの順方向リンクサービスチャネルのＥｃｐ／ＩｏおよびＩｏから
、Ｅｃｐｒｘ（すなわち、フェムトセルから受信したパイロットエネルギー）が計算され
得る。この情報を使用して、経路損失は、ＰＬ＝Ｅｃｐｔｘ－Ｅｃｐｒｘと推定され、上
式で、Ｅｃｐｔｘは、フェムトセルに知られている送信パイロットエネルギーである。ビ
ーコンパイロット強度がＣＦＳ報告において報告される場合、順方向リンクサービスチャ
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ネル情報を使用する代わりに、ビーコン／マクロチャネル情報を代わりに使用して経路損
失が推定され得ることに留意されたい。
【００９６】
　各ホームアクセス端末報告について経路損失値が計算される。したがって、ホームアク
セス端末報告が送られたときに、フェムトセルはアクセス端末への経路損失を学習する。
これらの経路損失値の各々に対応して、フェムトセルは、ホームアクセス端末報告からマ
クロチャネル品質をも学習する。たとえば、経路損失はＰＳＭＭから学習され得、マクロ
品質は、ＰＳＭＭを受信する短い持続時間内に受信されたＣＦＳ報告から学習され得る。
【００９７】
　経路損失に関する低電力および高電力ビーコンカバレージ半径（ＰＬｌｏｗおよびＰＬ

ｈｉｇｈ）が経路損失統計から推定される。たとえば、ＰＬｌｏｗは中央値として選定さ
れ、ＰＬhighは最大値として選定される。代替的に、ＰＬｌｏｗおよびＰＬｈｉｇｈは、
満足なカバレージが達成され得るように、経路損失ＣＤＦ上の一定の定義された割合値と
して選定され得る。これらの定義された割合は、たとえば、ネットワークによって、プロ
ビジョニングされ得る構成可能なパラメータである。何らかの他の場合には、ＰＬｌｏｗ

は、最大経路損失値として選定され得るＰＬｈｉｇｈに関連して（たとえば５ｄＢ低く）
選定され得る。これらのＰＬｌｏｗおよびＰＬｈｉｇｈ経路損失パラメータは、ＮＬＰＣ
について上記で説明した経路損失パラメータとは異なり得ることに留意されたい。
【００９８】
　次いで、報告がそこから受信された位置のすべてまたはサブセットにおける所望のレベ
ルの（すなわち、計算された経路損失に対応する）カバレージを与えるために必要とされ
る送信電力を判断することによって、低および高電力ビーコンについて公称送信電力レベ
ルが計算される。たとえば、低電力ビーコンの場合、ＰＬｌｏｗ［ｄＢ］よりも小さい経
路損失を有するすべてのホームアクセス端末報告がＳｌｏｗ，ｃｏｖとして示される。ま
た、マクロキャリア周波数上のマクロＥｃｐ／ＩｏおよびＩｏに基づいてＥｃｐｍａｃｒ

ｏ（すなわち、このセット中の各報告の最良のマクロセルのパイロットエネルギー）が判
断される。動作の残部は、このセット中の報告に対して実行される。Ｎをこのセット中の
報告の数とし、ＰＬ（ｉ）およびＥｃｐｍａｃｒｏ（ｉ）が、このセット中のｉ番目の報
告から取得された経路損失値および最良のマクロセルのパイロットエネルギーを示すもの
とする。次に、フェムトセル能力に依存する許容電力範囲［Ｐｍｉｎ，Ｐｍａｘ］内で、
Ｎ個の報告のうちの報告のすべてまたはサブセットについてカバレージ基準Ｐｔｅｍｐ＝
Ｅｃｐｍａｃｒｏ（ｉ）＋ＰＬ（ｉ）＋Ｈｙｓｔ－ＥｃｐＩｏｒｂｅａｃｏｎが満たされ
るような最小電力値（たとえば、Ｐｔｅｍｐ）を見つける。したがって、この計算は、非
同一チャネルシナリオに関してブロック４１０において上記で説明した対応する式と同様
である。ここで、低電力ビーコンを使用して達成されるカバレージの程度は、ＨＡＴ報告
のすべてまたはサブセットを選定することによって制御され得る。次いで、公称低電力ビ
ーコン送信電力レベルＰｌｏｗ，ｎｏｍｉｎａｌ［ｄＢｍ］が、Ｐｔｅｍｐ［ｄＢｍ］に
等しく設定される。高電力ビーコンの場合も、Ｐｈｉｇｈ，ｎｏｍｉｎａｌ［ｄＢｍ］を
取得するために上記と同様の動作が実行される。
【００９９】
　適用可能な場合、次いで、公称値に対してデルタを減算および加算することによって低
および高送信電力限界が設定される。たとえば、低電力ビーコンの場合、最小および最大
送信電力限界は、それぞれＰｌｏｗ，ｎｏｍｉｎａｌ－Δ１およびＰｌｏｗ，ｎｏｍｉｎ

ａｌ－Δ２である。一例として、デルタは５ｄＢまたは１０ｄＢ程度であり得る。
【０１００】
　上述の第２の実装形態は、たとえば、同一チャネル展開において採用され得る。ここで
、フェムトセルは、フェムトセルダウンリンク送信のための所望のカバレージ範囲を推定
し、ＨＡＴ報告に基づいて送信電力限界を計算する。
【０１０１】
　カバレージ範囲推定のために、フェムトセルは、ＨＡＴ報告から学習された経路損失の
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統計（たとえば、中央値、最大値または累積分布関数（ＣＤＦ））を計算する。上記のよ
うに、経路損失は、各報告位置についての、フェムトセルからホームアクセス端末への経
路損失である。次いで、フェムトセルは、経路損失統計から経路損失値ＰＬｅｄｇｅを計
算する。たとえば、ＰＬｅｄｇｅは、最大経路損失値に設定されるか、または最大経路損
失値に関連する（たとえば、最大経路損失値を一定のｄＢ下回る）か、または満足なカバ
レージを与えることができる経路損失ＣＤＦの一定の定義された割合値に対応するか、ま
たはフェムトセル送信によってカバーされるべき（報告位置に対応する）定義された量の
経路損失値であり得る。
【０１０２】
　次いで、報告がそこから受信された位置のすべてまたは一定の定義されたサブセットに
おける所望のレベルの（すなわち、ＰＬｅｄｇｅよりも少ない経路損失によって示される
）カバレージを与えるために必要とされる送信電力を判断することによって、公称送信電
力レベルが計算される。各ＨＡＴ報告について、マクロ制約を用いた公称送信電力（Ｐｎ

ｏｍｉｎａｌ，ｔｅｍｐ１（ｉ））が、ＰＬ(i)＋Ｉｏｗｉｔｈｏｕｔｆｅｍｔｏｓ（１

）＋Ｉｏｔｈｉｓ，ｆｅｍｔｏ－ＥｃｐＩｏｒｆｅｍｔｏに設定され、上式で、ＰＬ(i)

はｉ番目の報告の経路損失である。さらに、各ＨＡＴ報告について、フェムト制約を用い
た公称送信電力（Ｐｎｏｍｉｎａｌ，ｔｅｍｐ２（ｉ））が、ＰＬ(i)＋Ｉｏｗｉｔｈｏ

ｕｔｆｅｍｔｏｓ（ｉ）＋（ＥｃｐＩｏｍｉｎ，ｆｅｍｔｏｕｓｅｒと、ＥｃｐＩｏｒｆ

ｅｍｔｏと、負荷ファクタとに基づくパラメータ）に設定される。したがって、これらの
計算は、同一チャネルシナリオに関してブロック４１０において上記で説明した対応する
式と同様である。
【０１０３】
　次いで、各ＨＡＴ報告について、別の公称送信電力（Ｐｎｏｍｉｎａｌ，ｔｅｍｐ３（

ｉ））が、これらの２つの値（Ｐｎｏｍｉｎａｌ，ｔｅｍｐ１（ｉ）およびＰｎｏｍｉｎ

ａｌ，ｔｅｍｐ２（ｉ））の最小値として選択される。次いで、公称送信電力（Ｐｎｏｍ

ｉｎａｌ）が、設定されたＰｎｏｍｉｎａｌ，ｔｅｍｐ３（ｉ）の統計を使用して計算さ
れる。たとえば、ＨＡＴ報告がそこから受信された位置のすべてまたはサブセットにフェ
ムトセルがカバレージを与えることができるように、Ｐｎｏｍｉｎａｌは、すべての報告
にわたってＰｎｏｍｉｎａｌ，ｔｅｍｐ３（ｉ）の最大値に設定されるか、またはすべて
のＰｎｏｍｉｎａｌ，ｔｅｍｐ３（ｉ）値のうちの最小送信電力値として選定される。値
Ｐｎｏｍｉｎａｌは、総フェムトセル送信電力の最小および最大許容値によって制約され
る。次いで、この公称値は、適用可能な場合、対応する送信電力限界を定義するために使
用され得る。たとえば、順方向リンク上でのフェムトセル送信の最小および最大送信電力
限界は、それぞれＰｎｏｍｉｎａｌ－Δ１およびＰｎｏｍｉｎａｌ＋Δ２として指定され
得る。
【０１０４】
　次に図７を参照しながら、登録に基づいて送信電力値を判断することに関係する動作に
ついて次に説明する。ブロック７０２および７０４によって表されるように、アクセスポ
イントは、本明細書で説明するように（たとえば、ブロック６０２および６０４において
上記で説明したように）、順方向リンク上でボイスおよび／またはデータを送信し、１つ
または複数のビーコンチャネル上でビーコンを送信し得る。ＭＡＲＴがＨＡＴ報告と登録
の両方を採用する実装形態では、ブロック７０６～７１０の動作が単に図６のブロック６
０８の動作に続き得ることに留意されたい。
【０１０５】
　ブロック７０２によって表されるように、様々な時点で、アクセスポイントは、１つま
たは複数のアクセス端末（たとえば、エイリアンアクセス端末）から登録メッセージを受
信する。たとえば、マクロキャリア周波数上でフェムトセルからビーコンを受信すると、
マクロアクセス端末は（たとえば、登録を要求するメッセージを送ることによって）フェ
ムトセルに登録しようと試み得る。同様に、共有されたフェムトおよびマクロキャリア周
波数上でフェムトセルからパイロットを受信すると、マクロアクセス端末はフェムトセル
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に登録しようと試み得る。したがって、これらの場合、登録メッセージは、マクロアクセ
ス端末によるビーコンまたはパイロット検出によりトリガされる。
【０１０６】
　登録メッセージを受信すると、アクセスポイントは、登録の要求を受け付けるべきなの
か拒否すべきなのかを判断する。そのために、アクセスポイントは、アクセス端末がアク
セスポイントを介してアクティブモードサービスを受信することを許可されているかどう
かを判断し得る。たとえば、フェムトセルは、アクセス端末がホームアクセス端末である
のかエイリアンアクセス端末であるのかを判断し得る。この判断は、たとえば、フェムト
セルにおけるアクセス制御に基づき得る。アクセス端末がアクセスを許されていない（た
とえば、登録試みが拒否された）場合、アクセスポイントは、現在の収集時間期間にわた
って維持されるカウンタを増分し得る。
【０１０７】
　アクセスポイントは、異なる送信電力に対応するそのような登録統計を維持し得る。た
とえば、登録試みがビーコン送信によってトリガされた場合、アクセスポイントは、その
登録試みを低電力ビーコンまたは高電力ビーコンから生じたものとして分類し得る。した
がって、低および高電力のための登録カウンタが、それぞれ低および高電力レベルを微調
整するために使用され得る。たとえば、高または低ビーコン送信電力は、対応する高また
は低電力ビーコンによってトリガされた登録試みのみに基づいて調整され得る。アクセス
ポイントは、チャネルハッシング関数の逆マッピングを使用して、登録がビーコン検出に
よりトリガされたのか、またはアクセスポイントの順方向リンク信号の検出によりトリガ
されたのかを区別し得る。一般に、アクセス端末は、それらのＩＭＳＩと、関係する通信
規格において規定されたチャネルハッシング関数とに基づいて、いくつかのマクロ周波数
のうちの１つ上で「ハッシング」、すなわち、アイドリングする。アクセスポイントは、
登録要求においてアクセス端末によって報告されたＩＭＳＩを使用することができ、また
、チャネルハッシング関数を使用して、アクセス端末が登録要求を送るより前にどこでハ
ッシングしていたかを逆算することができる。ハッシング周波数がビーコン周波数である
場合、アクセスポイントは、この登録がビーコン検出によりトリガされたと判断すること
ができる。他の場合、その登録は、順方向リンク信号検出によってトリガされたと判断さ
れる。
【０１０８】
　アクセスポイントは、所与の登録試みを受信するＴｒｅｇ秒前に使用中であった送信電
力レベルに基づいて、その登録試みが低または高電力ビーコンによってトリガされたと推
定し得る。一般に、アクセス端末登録プロセスは１秒かそこら程度である。したがって、
Ｔｒｅｇパラメータは、それに応じて選定される。
【０１０９】
　ブロック７０８によって表されるように、いくつかの実装形態では、アクセスポイント
は、登録メッセージを送ったアクセス端末を、定義されたアクセス端末タイプのセットに
分類し得る。たとえば、アクセスポイントは、アクセス端末が（アクセスポイントに対す
る）近隣エイリアンアクセス端末であるのか非近隣エイリアンアクセス端末であるのかを
判断し得る。次いで、アクセスポイントは、現在の収集時間期間にわたって異なるタイプ
のアクセス端末に対して別個のカウントを維持し得る。
【０１１０】
　そのような分類方式により、アクセスポイントは、非近隣アクセス端末と比較して、ア
クセスポイント干渉からの異なるレベルの保護を近隣アクセス端末に与えることが可能に
なる。たとえば、近隣アクセス端末は、より長い持続時間にわたってアクセスポイント干
渉による影響を受けることになるので、ほとんど近隣アクセス端末登録が観測されない場
合でも、送信電力は低減されるべきである。
【０１１１】
　アクセス端末の分類は様々な方法で実行され得る。エイリアンアクセス端末がどのくら
い頻繁に（たとえば、過去Ｌ日のうちのＫ日）登録するのか、および／またはエイリアン
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アクセス端末がどのくらい長く（たとえば、数時間）アクセスポイントのカバレージ中に
とどまるのかを追跡することによって、エイリアンアクセス端末はネイバーとして分類さ
れ得る。アクセスポイントに定期的に登録し、および／または一定の持続時間にわたって
アクセスポイントのカバレージ中にとどまるエイリアンアクセス端末は、ネイバーとして
分類され得る。アクセスポイントは、たとえば、アクセスポイントに周期的に登録するよ
うに、またはページメッセージに応答することによってエイリアンアクセス端末の存在を
確認するように、そのようなアクセス端末に要求することによって、エイリアンアクセス
端末がどのくらい長くアクセスポイントのカバレージ中にとどまるかを判断し得る。
【０１１２】
　上記に鑑みて、近隣エイリアンアクセス端末（たとえば、フェムトセル所有者のネイバ
ーに属するアクセス端末）は、非近隣エイリアンアクセス端末（たとえば、フェムトセル
のそばをちょうど通過しつつある歩行者または車中の乗客に属するアクセス端末）よりも
長い時間量にわたってアクセスポイントにキャンプオンされるであろうことが予想され得
る。したがって、アクセス端末の分類は、アクセス端末がアクセスポイントにキャンプオ
ンした時間期間に基づき得る。
【０１１３】
　さらに、近隣エイリアンアクセス端末は、非近隣エイリアンアクセス端末よりも頻繁に
アクセスポイントに登録しようと試みるであろうことが予想され得る。したがって、アク
セス端末の分類は、アクセス端末が所与の時間期間にわたってアクセスポイントにおいて
行った登録試みの量に基づき得る。
【０１１４】
　登録統計は様々な方法で生成され得る。たとえば、すべての登録試みを加算するのでは
なく、異なる重みが、近隣対非近隣登録に適用され、より頻繁に登録するネイバーにも適
用されて、総登録数が判断され得る。
【０１１５】
　ブロック７１０によって表されるように、アクセスポイントは、ブロック７０６におい
て受信された登録メッセージに基づいてアクセスポイントの送信電力を制御する。たとえ
ば、送信電力は、最後の登録収集時間期間からの登録統計に基づいて、現在使用されてい
る電力レベルに関連して更新され得る（たとえば、定義された量だけ増加または減少され
得る）。さらに、本明細書で説明するように、選択された送信電力レベルは、（たとえば
、ＨＡＴ報告に基づいて図６のブロック６０８において指定されるように）適用可能な送
信電力限界によって制限され得る。
【０１１６】
　いくつかの実装形態では、失敗した登録試みの数がしきい値と比較される。たとえば、
登録試みの数がしきい値よりも大きい（たとえば、それにより、建築物の外部へのビーコ
ン漏れが示される）場合、送信電力は低減される。逆に、登録試みの数がしきい値以下で
ある（たとえば、それにより、建築物の外部へのビーコン漏れがないことが示される）場
合、送信電力は増加される。
【０１１７】
　異なるアクセス端末タイプ（たとえば、近隣および非近隣エイリアンアクセス端末）に
ついて統計が維持される場合、統計の各セットは、対応するしきい値と比較され得る。次
いで、これらの比較のうちの１つまたは複数に基づいて、送信電力をどのように調整すべ
きかに関する決定が行われ得る。
【０１１８】
　異なる送信電力レベル（たとえば、高および低電力ビーコン）について統計が維持され
る場合、統計の各セットは、対応するしきい値と比較され得る。次いで、対応する比較に
基づいて、これらの送信電力レベルのうちの所与の１つをどのように調整すべきかに関す
る決定が行われ得る。
【０１１９】
　いくつかの実装形態では、送信電力調整の量は、登録統計と１つまたは複数のパラメー
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タとの比較に基づく。たとえば、拒否された登録の数が（たとえば、差または比を判断す
ることによって）しきい値（たとえば、上記で説明したしきい値）と比較され得る。次い
で、この比較の大きさ（たとえば、差の大きさまたは比の大きさ）が、送信電力調整の大
きさ（たとえば、ステップアップ値またはステップダウン値）を指定するために使用され
得る。いくつかの実装形態では、この動作は、比較値（差または比）をステップアップお
よびステップダウン値にマッピングする曲線またはテーブルを使用することによって実行
され得る。そのようなマッピングは、最小および最大の許されるステップアップおよびス
テップダウン限界によって制約され得る。
【０１２０】
　本明細書で説明する送信電力制御方式は、様々な実装形態において様々な方法で実装さ
れ得る。たとえば、本明細書の教示は、（たとえば、ビーコンおよびサービスチャネル上
でだけでなく）様々なタイプのチャネル上で送信電力を制御するために採用され得る。同
様に、（たとえば、ビーコンおよびサービスチャネルからだけでなく）様々なタイプのチ
ャネルから取得された情報（たとえば、Ｅｃ、すなわち、一定のチャネル上のチップ当た
りのエネルギー）に基づいて送信電力が制御され得る。
【０１２１】
　アクセスポイントは、単一の周波数上でまたは複数の周波数上でビーコンを送信し得る
。ビーコンが複数の周波数上で送信される場合、上記で説明した技法は各周波数上に適用
されて、その周波数上での送信電力レベルが判断され得る。代替的に、異なる周波数上で
同じ送信電力が使用され得、または異なる周波数にわたる平均電力レベルが使用され得、
または異なる周波数にわたる送信電力レベルが、（たとえば、ネットワークリッスンモジ
ュールを使用して）アクセスポイントによってこれらの周波数上で測定されたマクロ信号
強度に比例して設定され得る。
【０１２２】
　上記のアルゴリズムは、いくつかの修正を加えて、異なるアクセスポリシーをもつフェ
ムトセルに適用され得る。オープンアクセスをもつフェムトセルの場合、エイリアンアク
セス端末の登録限界は、制限付きまたはシグナリング専用アクセスをもつフェムトセルの
登録限界よりも高いことがある。登録限界は、実地試験に基づいて、および密集した都市
エリアまたは郊外エリアなどの展開シナリオを考慮して、選定され得る。
【０１２３】
　登録数に加えて、フェムトセルは、近隣モバイルの数を使用して、送信電力を微調整し
得る。たとえば、フェムトセルによって検出された近隣アクセス端末の数が一定のしきい
値を上回る場合は、送信電力は低減され、他の場合は、送信電力は増加される。
【０１２４】
　本明細書で説明するステップアップおよびステップダウンサイズは様々な方法で選択さ
れ得る。たとえば、ステップアップおよびステップダウンサイズは、低電力ビーコンと高
電力ビーコンとに対して異なって選定され得る。さらに、ステップアップおよびステップ
ダウンサイズは、計数された登録数と登録限界とに応じて選定され得る。たとえば、計数
された登録数が登録限界を１００％だけ超える場合、送信電力はΔｌｏｗ，ｄｏｗｎだけ
低減され、登録数が登録限界をわずか２５％だけ超える場合、送信電力はΔｌｏｗ，ｄｏ

ｗｎ／４だけ低減される。
【０１２５】
　図８に、本明細書で教示する送信電力制御関係の動作を実行するために（たとえば、図
１のアクセスポイント１０６に対応する）アクセスポイント８０２などのノードに組み込
まれ得る（対応するブロックによって表される）いくつかの例示的な構成要素を示す。説
明する構成要素は、通信システム中の他のノードにも組み込まれ得る。たとえば、システ
ム中の他のノードは、同様の機能を与えるために、アクセスポイント８０２に関して説明
する構成要素と同様の構成要素を含み得る。また、所与のノードは、説明する構成要素の
うちの１つまたは複数を含み得る。たとえば、アクセスポイントは、アクセスポイントが
複数の周波数上で動作し、および／または様々な技術によって通信することを可能にする
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、複数のトランシーバ構成要素を含み得る。
【０１２６】
　図８に示すように、アクセスポイント８０２は、他のノードと通信するためのトランシ
ーバ８０４を含む。トランシーバ８０４は、１つまたは複数のキャリア周波数上で信号（
たとえば、データ、ビーコン、メッセージ）を送るための送信機８０６と、１つまたは複
数のキャリア周波数上で信号（たとえば、ビーコン、メッセージ、登録メッセージ、パイ
ロット信号、測定報告）を受信し、信号を繰り返し監視するための受信機８０８とを含む
。
【０１２７】
　アクセスポイント８０２は、他のノード（たとえば、ネットワークエンティティ）と通
信するためのネットワークインターフェース８１０をも含む。たとえば、ネットワークイ
ンターフェース８１０は、ワイヤベースまたはワイヤレスバックホールを介して１つまた
は複数のネットワークエンティティと通信するように構成され得る。いくつかの態様では
、ネットワークインターフェース８１０は、ワイヤベースまたはワイヤレス通信をサポー
トするように構成された（たとえば、送信機および受信機構成要素を含む）トランシーバ
として実装され得る。したがって、図８の例では、ネットワークインターフェース８１０
は、送信機８１２と受信機８１４とを含むものとして示されている。
【０１２８】
　アクセスポイント８０２は、本明細書で教示する送信制御関係の動作に関連して使用さ
れ得る他の構成要素を含む。たとえば、アクセスポイント８０２は、アクセスポイント８
０２の送信電力を制御すること（たとえば、受信したメッセージに基づいて送信電力を制
御すること、チャネル品質を識別すること、送信電力の少なくとも１つの限界を設定する
こと、アクセス端末が情報をアクティブに受信していると判断すること、送信を制限する
こと、送信電力を初期値に設定すること、送信電力限界を定義すること、送信電力を新し
い値に設定すること、送信電力を一時的に制限すること、複数の経路損失を判断すること
、信号強度情報を判断すること、送信電力アルゴリズムの送信電力限界を設定すること、
初期化プロシージャが開始したと判断すること、送信電力限界の設定をトリガすること、
チャネル品質の変化があったかどうかを／チャネル品質の変化があったと判断すること、
送信電力限界を調整すること、送信電力を再較正すること）と、本明細書で教示する他の
関係する機能を与えることとを行うための送信電力コントローラ８１６を含む。いくつか
の実装形態では、送信電力コントローラ８１６の機能の一部は受信機８０８において実装
され得る。アクセスポイント８０２は、アクセスポイント８０２による通信を制御するこ
と（たとえば、メッセージを送信および受信すること）と、本明細書で教示する他の関係
する機能を与えることとを行うための通信コントローラ８１８をも含み得る。また、アク
セスポイント８０２は、情報（たとえば、所望のカバレージ範囲を示す情報、ＨＡＴ報告
情報、登録統計など）を維持するための（たとえば、メモリデバイスを含む）メモリ構成
要素８２０を含む。
【０１２９】
　便宜上、アクセスポイント８０２を、本明細書で説明する様々な例において使用され得
る構成要素を含むものとして図８に示す。実際には、これらのブロックのうちの１つまた
は複数の機能は、異なる実施形態では異なり得る。たとえば、ブロック８１６の機能は、
フェムトセルとマクロセルとが異なるキャリア周波数を使用する展開と比較して、フェム
トセルとマクロセルとがキャリア周波数を共有する展開では異なり得る。
【０１３０】
　図８の構成要素は様々な方法で実装され得る。いくつかの実装形態では、図８の構成要
素は、たとえば、１つまたは複数のプロセッサおよび／または（１つまたは複数のプロセ
ッサを含み得る）１つまたは複数のＡＳＩＣなど、１つまたは複数の回路において実装さ
れ得る。ここで、各回路（たとえば、プロセッサ）は、この機能を与えるために回路によ
って使用される情報または実行コードを記憶するためのデータメモリを使用し、および／
または組み込み得る。たとえば、ブロック８０４および８１０によって表される機能の一
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部、ならびにブロック８１６～８２０によって表される機能の一部または全部は、アクセ
スポイントの１つまたは複数のプロセッサと、アクセスポイントのデータメモリとによっ
て（たとえば、適切なコードの実行によって、および／またはプロセッサ構成要素の適切
な構成によって）実装され得る。
【０１３１】
　上記で説明したように、いくつかの態様では、本明細書の教示は、大規模カバレージ（
たとえば、一般にマクロセルネットワークまたはＷＡＮと呼ばれる３Ｇネットワークなど
の広域セルラーネットワーク）と、より小規模のカバレージ（たとえば、一般にＬＡＮと
呼ばれるレジデンスベースまたは建築物ベースのネットワーク環境）とを含むネットワー
クにおいて採用され得る。アクセス端末（ＡＴ）がそのようなネットワーク中を移動する
とき、アクセス端末は、いくつかの位置では、マクロカバレージを与えるアクセスポイン
トによってサービスされ、他の位置では、より小規模のカバレージを与えるアクセスポイ
ントによってサービスされることがある。いくつかの態様では、より小さいカバレージノ
ードを使用して、（たとえば、よりロバストなユーザエクスペリエンスのために）増分キ
ャパシティの増大と、屋内カバレージと、様々なサービスとを与え得る。
【０１３２】
　本明細書の説明では、比較的大きいエリアにわたるカバレージを与えるノード（たとえ
ば、アクセスポイント）をマクロアクセスポイントと呼び、比較的小さいエリア（たとえ
ば、レジデンス）にわたるカバレージを与えるノードをフェムトアクセスポイントと呼ぶ
ことがある。本明細書の教示は、他のタイプのカバレージエリアに関連付けられたノード
に適用され得ることを諒解されたい。たとえば、ピコアクセスポイントは、マクロエリア
よりも小さく、フェムトエリアよりも大きいエリアにわたるカバレージ（たとえば、商業
建築物内のカバレージ）を与え得る。様々な適用例では、マクロアクセスポイント、フェ
ムトアクセスポイント、または他のアクセスポイントタイプのノードを指すために他の用
語を使用することがある。たとえば、マクロアクセスポイントを、アクセスノード、基地
局、アクセスポイント、ｅノードＢ、マクロセルなどとして構成すること、またはそのよ
うに呼ぶことがある。また、フェムトアクセスポイントを、ホームノードＢ、ホームｅノ
ードＢ、アクセスポイント基地局、フェムトセルなどとして構成すること、またはそのよ
うに呼ぶことがある。いくつかの実装形態では、ノードを１つまたは複数のセルまたはセ
クタに関連付けることがある（たとえば、そのように呼ぶこと、または分割することがあ
る）。マクロアクセスポイント、フェムトアクセスポイント、またはピコアクセスポイン
トに関連付けられたセルまたはセクタを、それぞれ、マクロセル、フェムトセル、または
ピコセルと呼ぶことがある。
【０１３３】
　図９に、本明細書の教示が実装され得る、何人かのユーザをサポートするように構成さ
れたワイヤレス通信システム９００を示す。システム９００は、たとえば、マクロセル９
０２Ａ～９０２Ｇなど、複数のセル９０２の通信を可能にし、各セルは、対応するアクセ
スポイント９０４（たとえば、アクセスポイント９０４Ａ～９０４Ｇ）によってサービス
される。図９に示すように、アクセス端末９０６（たとえば、アクセス端末９０６Ａ～９
０６Ｌ）は、時間とともにシステム全体にわたって様々な位置に分散され得る。各アクセ
ス端末９０６は、たとえば、アクセス端末９０６がアクティブかどうか、およびアクセス
端末９０６がソフトハンドオフ中かどうかに応じて、所与の瞬間に順方向リンク（ＦＬ）
および／または逆方向リンク（ＲＬ）上で１つまたは複数のアクセスポイント９０４と通
信し得る。ワイヤレス通信システム９００は大きい地理的領域にわたってサービスを提供
し得る。たとえば、マクロセル９０２Ａ～９０２Ｇは、近隣内の数ブロックまたは地方環
境の数マイルをカバーし得る。
【０１３４】
　図１０に、１つまたは複数のフェムトアクセスポイントがネットワーク環境内に展開さ
れた例示的な通信システム１０００を示す。特に、システム１０００は、比較的小規模の
ネットワーク環境中に（たとえば、１つまたは複数のユーザレジデンス１０３０中に）設
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置された複数のフェムトアクセスポイント１０１０（たとえば、フェムトアクセスポイン
ト１０１０Ａおよび１０１０Ｂ）を含む。各フェムトアクセスポイント１０１０は、ＤＳ
Ｌルータ、ケーブルモデム、ワイヤレスリンク、または他の接続手段（図示せず）を介し
て、ワイドエリアネットワーク１０４０（たとえば、インターネット）とモバイル事業者
コアネットワーク１０５０とに結合され得る。以下で説明するように、各フェムトアクセ
スポイント１０１０は、関連するアクセス端末１０２０（たとえば、アクセス端末１０２
０Ａ）、および、随意に、他の（たとえば、ハイブリッドまたはエイリアン）アクセス端
末１０２０（たとえば、アクセス端末１０２０Ｂ）にサービスするように構成され得る。
言い換えれば、フェムトアクセスポイント１０１０へのアクセスは制限され得、それによ
って、所与のアクセス端末１０２０は、指定された（１つまたは複数の）（たとえば、ホ
ーム）フェムトアクセスポイント１０１０のセットによってサービスされ得るが、指定さ
れていないフェムトアクセスポイント１０１０（たとえば、ネイバーのフェムトアクセス
ポイント１０１０）によってサービスされないことがある。
【０１３５】
　図１１に、いくつかの追跡エリア１１０２（またはルーティングエリアまたは位置エリ
ア）が画定されたカバレージマップ１１００の一例を示し、そのエリアの各々はいくつか
のマクロカバレージエリア１１０４を含む。ここで、追跡エリア１１０２Ａ、１１０２Ｂ
、および１１０２Ｃに関連付けられたカバレージのエリアは太線によって示され、マクロ
カバレージエリア１１０４は大きい六角形によって表される。追跡エリア１１０２はフェ
ムトカバレージエリア１１０６をも含む。この例では、フェムトカバレージエリア１１０
６の各々（たとえば、フェムトカバレージエリア１１０６Ｂおよび１１０６Ｃ）は、１つ
または複数のマクロカバレージエリア１１０４（たとえば、マクロカバレージエリア１１
０４Ａおよび１１０４Ｂ）内に示されている。ただし、フェムトカバレージエリア１１０
６の一部または全部がマクロカバレージエリア１１０４内にないことがあることを諒解さ
れたい。実際問題として、多数のフェムトカバレージエリア１１０６（たとえば、フェム
トカバレージエリア１１０６Ａおよび１１０６Ｄ）を所与の追跡エリア１１０２またはマ
クロカバレージエリア１１０４内に画定し得る。また、１つまたは複数のピコカバレージ
エリア（図示せず）を所与の追跡エリア１１０２またはマクロカバレージエリア１１０４
内に画定し得る。
【０１３６】
　再び図１０を参照すると、フェムトアクセスポイント１０１０の所有者は、たとえば、
３Ｇモバイルサービスなど、モバイル事業者コアネットワーク１０５０を介して提供され
るモバイルサービスに加入し得る。さらに、アクセス端末１０２０は、マクロ環境と、よ
り小規模の（たとえば、宅内）ネットワーク環境の両方で動作することが可能であり得る
。言い換えれば、アクセス端末１０２０の現在の位置に応じて、アクセス端末１０２０は
、モバイル事業者コアネットワーク１０５０に関連付けられたマクロセルアクセスポイン
ト１０６０によって、または、フェムトアクセスポイント１０１０のセット（たとえば、
対応するユーザレジデンス１０３０内に常駐するフェムトアクセスポイント１０１０Ａお
よび１０１０Ｂ）のいずれか１つによってサービスされ得る。たとえば、加入者は、自宅
の外にいるときは標準のマクロアクセスポイント（たとえば、アクセスポイント１０６０
）によってサービスされ、自宅の中にいるときはフェムトアクセスポイント（たとえば、
アクセスポイント１０１０Ａ）によってサービスされる。ここで、フェムトアクセスポイ
ント１０１０は、レガシーアクセス端末１０２０と後方互換性があり得る。
【０１３７】
　フェムトアクセスポイント１０１０は、単一の周波数上に展開され得、または代替とし
て、複数の周波数上に展開され得る。特定の構成に応じて、単一の周波数、あるいは複数
の周波数のうちの１つまたは複数は、マクロアクセスポイント（たとえば、アクセスポイ
ント１０６０）によって使用される１つまたは複数の周波数と重なることがある。
【０１３８】
　いくつかの態様では、アクセス端末１０２０は、そのような接続性が可能であるときは
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いつでも、好適なフェムトアクセスポイント（たとえば、アクセス端末１０２０のホーム
フェムトアクセスポイント）に接続するように構成され得る。たとえば、アクセス端末１
０２０Ａがユーザのレジデンス１０３０内にあるときはいつでも、アクセス端末１０２０
Ａがホームフェムトアクセスポイント１０１０Ａまたは１０１０Ｂのみと通信することが
望ましいことがある。
【０１３９】
　いくつかの態様では、アクセス端末１０２０がマクロセルラーネットワーク１０５０内
で動作しているが、（たとえば、好適ローミングリスト中で定義された）その最も好適な
ネットワーク上に常駐していない場合、アクセス端末１０２０は、ベターシステムリセレ
クション（ＢＳＲ：ｂｔｔｅｒ　ｓｙｓｔｅｍ ｒｅｓｅｌｅｃｔｉｏｎ）手順を使用し
て、最も好適なネットワーク（たとえば、好適なフェムトアクセスポイント１０１０）を
探索し続け得、ベターシステムリセレクションでは、より良好なシステムが現在利用可能
であるかどうかを判断するために利用可能なシステムの周期的スキャニングを行い、その
後、そのような好適なシステムを捕捉し得る。アクセス端末１０２０は、特定の帯域およ
びチャネルの探索を制限し得る。たとえば、１つまたは複数のフェムトチャネルが定義さ
れ得、それにより、領域中のすべてのフェムトアクセスポイント（またはすべての制限付
きフェムトアクセスポイント）は（１つまたは複数の）フェムトチャネル上で動作する。
最も好適なシステムの探索が周期的に繰り返され得る。好適なフェムトアクセスポイント
１０１０が発見されると、アクセス端末１０２０は、そのカバレージエリア内にあるとき
に使用するために、フェムトアクセスポイント１０１０を選択し、それに登録する。
【０１４０】
　フェムトアクセスポイントへのアクセスは、いくつかの態様では、制限されることがあ
る。たとえば、所与のフェムトアクセスポイントは、いくつかのサービスをいくつかのア
クセス端末のみに提供し得る。いわゆる制限付き（または限定）アクセスを用いた展開で
は、所与のアクセス端末は、マクロセルモバイルネットワークと、フェムトアクセスポイ
ントの定義されたセット（たとえば、対応するユーザレジデンス１０３０内に常駐するフ
ェムトアクセスポイント１０１０）とによってのみサービスされ得る。いくつかの実装形
態では、アクセスポイントは、少なくとも１つのノード（たとえば、アクセス端末）にシ
グナリング、データアクセス、登録、ページング、またはサービスのうちの少なくとも１
つを提供しないように制限され得る。
【０１４１】
　いくつかの態様では、（限定加入者グループホームノードＢと呼ばれることもある）制
限付きフェムトアクセスポイントは、制限されたプロビジョニングされたアクセス端末の
セットにサービスを提供するフェムトアクセスポイントである。このセットは、必要に応
じて、一時的にまたは永続的に拡大され得る。いくつかの態様では、限定加入者グループ
（ＣＳＧ）は、アクセス端末の共通のアクセス制御リストを共有するアクセスポイント（
たとえば、フェムトアクセスポイント）のセットとして定義され得る。
【０１４２】
　したがって、所与のフェムトアクセスポイントと所与のアクセス端末との間には様々な
関係が存在し得る。たとえば、アクセス端末の観点から、オープンフェムトアクセスポイ
ントは、無制限のアクセスをもつフェムトアクセスポイントを指すことがある（たとえば
、そのフェムトアクセスポイントはすべてのアクセス端末にアクセスを許可する）。制限
付きフェムトアクセスポイントは、何らかの形で制限された（たとえば、アクセスおよび
／または登録について制限された）フェムトアクセスポイントを指すことがある。ホーム
フェムトアクセスポイントは、アクセス端末がアクセスし、その上で動作することを許可
される（たとえば、永続的なアクセスが、１つまたは複数のアクセス端末の定義されたセ
ットに与えられる）フェムトアクセスポイントを指すことがある。ハイブリッド（または
ゲスト）フェムトアクセスポイントは、異なるアクセス端末が異なるサービスレベルを提
供される（たとえば、あるアクセス端末では、部分的なアクセスおよび／または一時的ア
クセスが許可され得るが、他のアクセス端末ではフルアクセスが許可され得る）フェムト
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アクセスポイントを指すことがある。エイリアンフェムトアクセスポイントは、おそらく
非常事態（たとえば、９１１番）を除いて、アクセス端末がアクセスし、またはその上で
動作することを許可されないフェムトアクセスポイントを指すことがある。
【０１４３】
　制限付きフェムトアクセスポイントの観点から、ホームアクセス端末は、そのアクセス
端末の所有者のレジデンス中に設置された制限付きフェムトアクセスポイントへのアクセ
スを許可されるアクセス端末を指すことがある（通常、ホームアクセス端末は、そのフェ
ムトアクセスポイントへの永続的なアクセスを有する）。ゲストアクセス端末は、（たと
えば、最終期限、使用時間、バイト、接続回数、または何らかの他の１つまたは複数の基
準に基づいて制限された）制限付きフェムトアクセスポイントへの一時的アクセスをもつ
アクセス端末を指すことがある。エイリアンアクセス端末は、たとえば、おそらく９１１
番などの非常事態を除いて、制限付きフェムトアクセスポイントにアクセスする許可を有
していないアクセス端末（たとえば、制限付きフェムトアクセスポイントに登録する証明
書または許可を有していないアクセス端末）を指すことがある。
【０１４４】
　便宜上、本明細書の開示では、フェムトアクセスポイントの文脈で様々な機能について
説明する。ただし、ピコアクセスポイントは、同じまたは同様の機能をより大きいカバレ
ージエリアに与え得ることを諒解されたい。たとえば、所与のアクセス端末に対して、ピ
コアクセスポイントが制限され得、ホームピコアクセスポイントが定義され得る、などで
ある。
【０１４５】
　本明細書の教示は、複数のワイヤレスアクセス端末のための通信を同時にサポートする
ワイヤレス多元接続通信システムにおいて採用され得る。ここで、各端末は、順方向リン
クおよび逆方向リンク上の送信を介して１つまたは複数のアクセスポイントと通信し得る
。順方向リンク（またはダウンリンク）は、アクセスポイントから端末への通信リンクを
指し、逆方向リンク（またはアップリンク）は、端末からアクセスポイントへの通信リン
クを指す。この通信リンクは、単入力単出力システム、多入力多出力（ＭＩＭＯ）システ
ム、または何らかの他のタイプのシステムを介して確立され得る。
【０１４６】
　ＭＩＭＯシステムは、データ送信用の複数（ＮＴ）個の送信アンテナと複数（ＮＲ）個
の受信アンテナとを採用する。ＮＴ個の送信アンテナとＮＲ個の受信アンテナとによって
形成されるＭＩＭＯチャネルは、空間チャネルとも呼ばれるＮＳ個の独立チャネルに分解
され得、ＮＳ≦ｍｉｎ｛ＮＴ，ＮＲ｝である。ＮＳ個の独立チャネルの各々は１つの次元
に対応する。複数の送信アンテナおよび受信アンテナによって生成された追加の次元数が
利用された場合、ＭＩＭＯシステムは改善されたパフォーマンス（たとえば、より高いス
ループットおよび／またはより大きい信頼性）を与え得る。
【０１４７】
　ＭＩＭＯシステムは時分割複信（ＴＤＤ）および周波数分割複信（ＦＤＤ）をサポート
し得る。ＴＤＤシステムでは、順方向リンク送信と逆方向リンク送信とが同じ周波数領域
上で行われるので、相反定理により逆方向リンクチャネルからの順方向リンクチャネルの
推定が可能である。これにより、複数のアンテナがアクセスポイントで利用可能なとき、
アクセスポイントは順方向リンク上で送信ビームフォーミング利得を抽出することが可能
になる。
【０１４８】
　図１２に、例示的なＭＩＭＯシステム１２００のワイヤレスデバイス１２１０（たとえ
ば、アクセスポイント）およびワイヤレスデバイス１２５０（たとえば、アクセス端末）
を示す。デバイス１２１０では、いくつかのデータストリームのトラフィックデータが、
データソース１２１２から送信（ＴＸ）データプロセッサ１２１４に供給される。各デー
タストリームは、次いで、それぞれの送信アンテナを介して送信され得る。
【０１４９】
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　ＴＸデータプロセッサ１２１４は、コード化データを与えるために、各データストリー
ムのトラフィックデータを、そのデータストリーム用に選択された特定のコーディング方
式に基づいてフォーマットし、コーディングし、インターリーブする。各データストリー
ムのコード化データは、ＯＦＤＭ技法を使用してパイロットデータで多重化され得る。パ
イロットデータは、典型的には、知られている方法で処理される、知られているデータパ
ターンであり、チャネル応答を推定するために受信機システムにおいて使用され得る。次
いで、各データストリームの多重化されたパイロットデータおよびコード化データは、変
調シンボルを与えるために、そのデータストリーム用に選択された特定の変調方式（たと
えば、ＢＰＳＫ、ＱＳＰＫ、Ｍ－ＰＳＫ、またはＭ－ＱＡＭ）に基づいて変調（すなわち
、シンボルマッピング）される。各データストリームのデータレート、コーディング、お
よび変調は、プロセッサ１２３０によって実行される命令によって判断され得る。データ
メモリ１２３２は、プロセッサ１２３０またはデバイス１２１０の他の構成要素によって
使用されるプログラムコード、データ、および他の情報を記憶し得る。
【０１５０】
　次いで、すべてのデータストリームの変調シンボルがＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１２２
０に供給され、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１２２０はさらに（たとえば、ＯＦＤＭ用に）
その変調シンボルを処理し得る。ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１２２０は、次いで、ＮT個
の変調シンボルストリームを、ＮＴ個のトランシーバ（ＸＣＶＲ）１２２２Ａ～１２２２
Ｔに供給する。いくつかの態様では、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１２２０は、データスト
リームのシンボルと、シンボルの送信元のアンテナとにビームフォーミング重みを付加す
る。
【０１５１】
　各トランシーバ１２２２は、それぞれのシンボルストリームを受信し、処理して、１つ
または複数のアナログ信号を与え、さらに、それらのアナログ信号を調整（たとえば、増
幅、フィルタ処理、およびアップコンバート）して、ＭＩＭＯチャネルを介して送信する
のに適した変調信号を与える。次いで、トランシーバ１２２２Ａ～１２２２ＴからのＮT

個の変調信号は、それぞれＮT個のアンテナ１２２４Ａ～１２２４Ｔから送信される。
【０１５２】
　デバイス１２５０では、送信された変調信号はＮＲ個のアンテナ１２５２Ａ～１２５２
Ｒによって受信され、各アンテナ１２５２からの受信信号は、それぞれのトランシーバ（
ＸＣＶＲ）１２５４Ａ～１２５４Ｒに供給される。各トランシーバ１２５４は、それぞれ
の受信信号を調整（たとえば、フィルタ処理、増幅、およびダウンコンバート）し、調整
された信号をデジタル化して、サンプルを与え、さらにそれらのサンプルを処理して、対
応する「受信」シンボルストリームを与える。
【０１５３】
　次いで、受信（ＲＸ）データプロセッサ１２６０は、特定の受信機処理技法に基づいて
ＮR個のトランシーバ１２５４からＮR個の受信シンボルストリームを受信し、処理して、
ＮT個の「検出」シンボルストリームを与える。次いで、ＲＸデータプロセッサ１２６０
は、各検出シンボルストリームを復調し、デインターリーブし、復号して、データストリ
ームのトラフィックデータを復元する。ＲＸデータプロセッサ１２６０による処理は、デ
バイス１２１０におけるＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１２２０およびＴＸデータプロセッサ
１２１４によって実行される処理を補足するものである。
【０１５４】
　プロセッサ１２７０は、どのプリコーディング行列を使用すべきかを周期的に判断する
（後述）。プロセッサ１２７０は、行列インデックス部分とランク値部分とを備える逆方
向リンクメッセージを作成する。データメモリ１２７２は、プロセッサ１２７０またはデ
バイス１２５０の他の構成要素によって使用されるプログラムコード、データ、および他
の情報を記憶し得る。
【０１５５】
　逆方向リンクメッセージは、通信リンクおよび／または受信データストリームに関する
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様々なタイプの情報を備え得る。次いで、逆方向リンクメッセージは、データソース１２
３６からいくつかのデータストリームのトラフィックデータをも受信するＴＸデータプロ
セッサ１２３８によって処理され、変調器１２８０によって変調され、トランシーバ１２
５４Ａ～１２５４Ｒによって調整され、デバイス１２１０に戻される。
【０１５６】
　デバイス１２１０では、デバイス１２５０からの変調信号は、アンテナ１２２４によっ
て受信され、トランシーバ１２２２によって調整され、復調器（ＤＥＭＯＤ）１２４０に
よって復調され、ＲＸデータプロセッサ１２４２によって処理されて、デバイス１２５０
によって送信された逆方向リンクメッセージが抽出される。次いで、プロセッサ１２３０
は、ビームフォーミング重みを判断するためにどのプリコーディング行列を使用すべきか
を判断し、次いで、抽出されたメッセージを処理する。
【０１５７】
　図１２はまた、通信構成要素が、本明細書で教示する送信電力制御動作を実行する１つ
または複数の構成要素を含み得ることを示す。たとえば、送信電力制御構成要素１２９０
は、プロセッサ１２３０および／またはデバイス１２１０の他の構成要素と協働して、本
明細書で教示するようにデバイス１２１０による送信（たとえば、デバイス１２５０など
の別のデバイスへの送信）の送信電力を制御し得る。各デバイス１２１０および１２５０
について、説明する構成要素のうちの２つ以上の機能が単一の構成要素によって提供され
得ることを諒解されたい。たとえば、単一の処理構成要素が送信電力制御構成要素１２９
０およびプロセッサ１２３０の機能を提供し得る。
【０１５８】
　本明細書の教示は、様々なタイプの通信システムおよび／またはシステム構成要素に組
み込まれ得る。いくつかの態様では、本明細書の教示は、利用可能なシステムリソースを
共有することによって（たとえば、帯域幅、送信電力、コーディング、インターリーブな
どのうちの１つまたは複数を指定することによって）、複数のユーザとの通信をサポート
することが可能な多元接続システムにおいて採用され得る。たとえば、本明細書の教示は
、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）システム、多重キャリアＣＤＭＡ（ＭＣＣＤＭＡ）、広
帯域ＣＤＭＡ（Ｗ－ＣＤＭＡ）、高速パケットアクセス（ＨＳＰＡ、ＨＳＰＡ＋）システ
ム、時間分割多元接続（ＴＤＭＡ）システム、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）システム
、シングルキャリアＦＤＭＡ（ＳＣ－ＦＤＭＡ）システム、直交周波数分割多元接続（Ｏ
ＦＤＭＡ）システム、または他の多元接続技法の技術のいずれか１つまたは組合せに適用
され得る。本明細書の教示を採用するワイヤレス通信システムは、ＩＳ－９５、ｃｄｍａ
２０００、ＩＳ－８５６、Ｗ－ＣＤＭＡ、ＴＤＳＣＤＭＡ、および他の規格など、１つま
たは複数の規格を実装するように設計され得る。ＣＤＭＡネットワークは、ユニバーサル
・テレスティアル・ラジオ・アクセス（ＵＴＲＡ：Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓｔ
ｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ）、ｃｄｍａ２０００、または何らかの他の技術な
どの無線技術を実装し得る。ＵＴＲＡは、Ｗ－ＣＤＭＡおよび低チップレート（ＬＣＲ）
を含む。ｃｄｍａ２０００技術は、ＩＳ－２０００、ＩＳ－９５およびＩＳ－８５６規格
をカバーする。ＴＤＭＡネットワークは、Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｏｂ
ｉｌｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ（ＧＳＭ）（登録商標）などの無線技術を実装し
得る。ＯＦＤＭＡネットワークは、発展型ＵＴＲＡ（Ｅ－ＵＴＲＡ：Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕ
ＴＲＡ）、ＩＥＥＥ８０２．１１、ＩＥＥＥ８０２．１６、ＩＥＥＥ８０２．２０、Ｆｌ
ａｓｈ－ＯＦＤＭ（登録商標）などの無線技術を実装し得る。ＵＴＲＡ、Ｅ－ＵＴＲＡ、
およびＧＳＭは、ユニバーサル・モバイル・テレコミュニケーショｎニケーション・シス
テム（ＵＭＴＳ：Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉ
ｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ）の一部である。本明細書の教示は、３ＧＰＰロングタームエボリュ
ーション（ＬＴＥ：Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）システム、ウルトラ・モ
バイル・ブロードバンド（ＵＭＢ：Ｕｌｔｒａ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｂｒｏａｄｂａｎｄ）シ
ステム、および他のタイプのシステムで実装され得る。ＬＴＥは、Ｅ－ＵＴＲＡを使用す
るＵＭＴＳのリリースである。ＵＴＲＡ、Ｅ－ＵＴＲＡ、ＧＳＭ、ＵＭＴＳおよびＬＴＥ
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は、「第３世代パートナーシッププロジェクト」（３ＧＰＰ：３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉ
ｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ）と称する団体からの文書に記載されて
おり、ｃｄｍａ２０００は、「第３世代パートナーシッププロジェクト２」（３ＧＰＰ２
：３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ　２）と称
する団体からの文書に記載されている。本開示のいくつかの態様については、３ＧＰＰ用
語を使用して説明することがあるが、本明細書の教示は、３ＧＰＰ（たとえば、Ｒｅｌ９
９、Ｒｅｌ５、Ｒｅｌ６、Ｒｅｌ７）技術、ならびに３ＧＰＰ２（たとえば、１ｘＲＴＴ
、１ｘＥＶ－ＤＯ　Ｒｅｌ０、ＲｅｖＡ、ＲｅｖＢ）技術および他の技術に適用され得る
ことを理解されたい。
【０１５９】
　本明細書の教示は、様々な装置（たとえば、ノード）に組み込まれ得る（たとえば、装
置内に実装され得る、または装置によって実行され得る）。いくつかの態様では、本明細
書の教示に従って実装されるノード（たとえば、ワイヤレスノード）はアクセスポイント
またはアクセス端末を備え得る。
【０１６０】
　たとえば、アクセス端末は、ユーザ機器、加入者局、加入者ユニット、移動局、モバイ
ル、モバイルノード、リモート局、リモート端末、ユーザ端末、ユーザエージェント、ユ
ーザデバイス、または何らかの他の用語を備えるか、それらのいずれかとして実装される
か、あるいはそれらのいずれかとして知られることがある。いくつかの実装形態では、ア
クセス端末は、セルラー電話、コードレス電話、セッション開始プロトコル（ＳＩＰ）電
話、ワイヤレスローカルループ（ＷＬＬ）局、携帯情報端末（ＰＤＡ）、ワイヤレス接続
能力を有するハンドヘルドデバイス、またはワイヤレスモデムに接続された何らかの他の
好適な処理デバイスを備え得る。したがって、本明細書で教示する１つまたは複数の態様
は、電話（たとえば、セルラー電話またはスマートフォン）、コンピュータ（たとえば、
ラップトップ）、ポータブル通信デバイス、ポータブルコンピューティングデバイス（た
とえば、個人情報端末）、エンターテインメントデバイス（たとえば、音楽デバイス、ビ
デオデバイス、または衛星ラジオ）、全地球測位システムデバイス、またはワイヤレス媒
体を介して通信するように構成された他の好適なデバイスに組み込まれ得る。
【０１６１】
　アクセスポイントは、ノードＢ、ｅノードＢ、無線ネットワークコントローラ（ＲＮＣ
）、基地局（ＢＳ）、無線基地局（ＲＢＳ）、基地局コントローラ（ＢＳＣ）、送受信基
地局（ＢＴＳ）、トランシーバ機能（ＴＦ）、無線トランシーバ、無線ルータ、基本サー
ビスセット（ＢＳＳ）、拡張サービスセット（ＥＳＳ）、マクロセル、マクロノード、ホ
ームｅＮＢ（ＨｅＮＢ）、フェムトセル、フェムトノード、ピコノード、または何らかの
他の同様の用語を備えるか、それらのいずれかとして実装されるか、あるいはそれらのい
ずれかとして知られることがある。
【０１６２】
　いくつかの態様では、ノード（たとえば、アクセスポイント）は、通信システムのため
のアクセスノードを備え得る。そのようなアクセスノードは、たとえば、ネットワークへ
のワイヤードまたはワイヤレス通信リンクを介した、ネットワーク（たとえば、インター
ネットまたはセルラーネットワークなど、ワイドエリアネットワーク）のための、または
ネットワークへの接続性を与え得る。したがって、アクセスノードは、別のノード（たと
えば、アクセス端末）がネットワークまたは何らかの他の機能にアクセスできるようにし
得る。さらに、一方または両方のノードはポータブルでも、場合によっては比較的非ポー
タブルでもよいことを諒解されたい。
【０１６３】
　また、ワイヤレスノードは、非ワイヤレス方式で（たとえば、ワイヤード接続を介して
）情報を送信および／または受信することが可能であり得ることを諒解されたい。したが
って、本明細書で説明する受信機および送信機は、非ワイヤレス媒体を介して通信するた
めに適切な通信インターフェース構成要素（たとえば、電気的または光学的インターフェ
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ース構成要素）を含み得る。
【０１６４】
　ワイヤレスノードは、好適なワイヤレス通信技術に基づくあるいは好適なワイヤレス通
信技術をサポートする１つまたは複数のワイヤレス通信リンクを介して通信し得る。たと
えば、いくつかの態様では、ワイヤレスノードはネットワークに関連し得る。いくつかの
態様では、ネットワークはローカルエリアネットワークまたはワイドエリアネットワーク
を備え得る。ワイヤレスデバイスは、本明細書で説明するような様々なワイヤレス通信技
術、プロトコル、または規格（たとえば、ＣＤＭＡ、ＴＤＭＡ、ＯＦＤＭ、ＯＦＤＭＡ、
ＷｉＭＡＸ、Ｗｉ－Ｆｉなど）のうちの１つまたは複数をサポートあるいは使用し得る。
同様に、ワイヤレスノードは、様々な対応する変調方式または多重化方式のうちの１つま
たは複数をサポートあるいは使用し得る。したがって、ワイヤレスノードは、上記または
他のワイヤレス通信技術を使用して１つまたは複数のワイヤレス通信リンクを確立し、そ
れを介して通信するために適切な構成要素（たとえば、エアインターフェース）を含み得
る。たとえば、ワイヤレスノードは、ワイヤレス媒体上の通信を可能にする様々な構成要
素（たとえば、信号生成器および信号処理器）を含み得る関連する送信機構成要素および
受信機構成要素をもつワイヤレストランシーバを備え得る。
【０１６５】
　（たとえば、添付の図の１つまたは複数に関して）本明細書で説明する機能は、いくつ
かの態様では、添付の特許請求の範囲において同様に指定された「手段」機能に対応し得
る。図１３～図１７を参照すると、装置１３００、１４００、１５００、１６００、およ
び１７００が、一連の相互に関係する機能モジュールとして表されている。ここで、順方
向リンク上でデータを送信するためのモジュール１３０２または１４０２は、少なくとも
いくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明する送信機に対応し得る。ビーコンチャ
ネル上でビーコンを送信するためのモジュール１３０４または１４０４は、少なくともい
くつかの態様では、たとえば、本明細書で説明する送信機に対応し得る。メッセージを受
信するためのモジュール１３０６または１４０６は、少なくともいくつかの態様では、た
とえば、本明細書で説明する受信機に対応し得る。送信電力を制御するためのモジュール
１３０８または１４０８は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明
するコントローラに対応し得る。登録メッセージを受信するためのモジュール１３１０ま
たは１４１０は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明する受信機
に対応し得る。パイロット信号を受信するためのモジュール１３１２または１４１２は、
少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明する受信機に対応し得る。チ
ャネル品質を識別するためのモジュール１３１４または１４１４は、少なくともいくつか
の態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。送信電力の少な
くとも１つの限界を設定するためのモジュール１３１６または１４１６は、少なくともい
くつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。別のアク
セス端末がアクティブに受信していると判断するためのモジュール１３１８または１４１
８は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対
応し得る。送信を制限するためのモジュール１３２０または１４２０は、少なくともいく
つかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。信号を受信
するためのモジュール１５０２は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書
で説明する受信機に対応し得る。チャネル品質を識別するためのモジュール１５０４は、
少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得
る。送信電力を初期値に設定するためのモジュール１５０６は、少なくともいくつかの態
様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。測定報告を受信する
ためのモジュール１５０８は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説
明する受信機に対応し得る。登録メッセージを受信するためのモジュール１５１０は、少
なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明する受信機に対応し得る。送信
電力限界を定義するためのモジュール１５１２は、少なくともいくつかの態様では、たと
えば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。送信電力を新しい値に設定するた
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めのモジュール１５１４は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明
するコントローラに対応し得る。別のアクセス端末がアクティブに受信していると判断す
るためのモジュール１５１６は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で
説明するコントローラに対応し得る。送信電力を制限するためのモジュール１５１８は、
少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得
る。複数の経路損失を判断するためのモジュール１５２０は、少なくともいくつかの態様
では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。信号を繰り返し監視す
るためのモジュール１５２２は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で
説明する受信機に対応し得る。送信電力の変化があったかどうかを判断するためのモジュ
ール１５２４は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコント
ローラに対応し得る。送信電力を再較正するためのモジュール１５２６は、少なくともい
くつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。所望のカ
バレージ範囲を示す情報を維持するためのモジュール１６０２は、少なくともいくつかの
態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。信号を受信するた
めのモジュール１６０４は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明
する受信機に対応し得る。信号強度情報を判断するためのモジュール１６０６は、少なく
ともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。送
信電力限界を設定するためのモジュール１６０８は、少なくともいくつかの態様では、た
とえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。送信電力を制御するためのモジ
ュール１６１０は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコン
トローラに対応し得る。初期化プロシージャが開始したと判断するためのモジュール１６
１２は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに
対応し得る。送信電力限界の設定をトリガするためのモジュール１６１４は、少なくとも
いくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。チャネ
ル品質の変化があったと判断するためのモジュール１６１６は、少なくともいくつかの態
様では、たとえば、本明細書で説明するコントローラに対応し得る。送信電力限界を調整
するためのモジュール１６１８は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書
で説明するコントローラに対応し得る。登録メッセージを受信するためのモジュール１６
２０は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明する受信機に対応し
得る。メッセージを受信するためのモジュール１６２２は、少なくともいくつかの態様で
は、たとえば、本明細書で説明する受信機に対応し得る。順方向リンク上でデータを送信
するためのモジュール１７０２は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書
で説明する送信機に対応し得る。ビーコンチャネル上でビーコンを送信するためのモジュ
ール１７０４は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で説明する送信機
に対応し得る。登録メッセージを受信するためのモジュール１７０６は、少なくともいく
つかの態様では、たとえば、本明細書で説明する受信機に対応し得る。送信電力を制御す
るためのモジュール１７０８は、少なくともいくつかの態様では、たとえば、本明細書で
説明するコントローラに対応し得る。
【０１６６】
　図１３～図１７のモジュールの機能は、本明細書の教示に合致する様々な方法で実装さ
れ得る。いくつかの態様では、これらのモジュールの機能は、１つまたは複数の電気構成
要素として実装され得る。いくつかの態様では、これらのブロックの機能は、１つまたは
複数のプロセッサ構成要素を含む処理システムとして実装され得る。いくつかの態様では
、これらのモジュールの機能は、たとえば、１つまたは複数の集積回路（たとえば、ＡＳ
ＩＣ）の少なくとも一部分を使用して実装され得る。本明細書で説明するように、集積回
路は、プロセッサ、ソフトウェア、他の関係する構成要素、またはそれらの何らかの組合
せを含み得る。これらのモジュールの機能はまた、本明細書で教示するように何らかの他
の方法で実装され得る。いくつかの態様では、図１３～図１７中の破線ブロックのうちの
１つまたは複数は随意である。
【０１６７】
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　本明細書における「第１」、「第２」などの名称を使用した要素への言及は、それらの
要素の数量または順序を概括的に限定するものでないことを理解されたい。むしろ、これ
らの名称は、本明細書において２つ以上の要素またはある要素の複数の例を区別する便利
な方法として使用され得る。したがって、第１および第２の要素への言及は、そこで２つ
の要素のみが採用され得ること、または第１の要素が何らかの方法で第２の要素に先行し
なければならないことを意味するものではない。また、別段の規定がない限り、要素のセ
ットは１つまたは複数の要素を備え得る。さらに、明細書または特許請求の範囲において
使用される「Ａ、Ｂ、またはＣのうちの少なくとも１つ」という形式の用語は、「Ａまた
はＢまたはＣ、あるいはこれらの要素の任意の組合せ」を意味する。
【０１６８】
　情報および信号は多種多様な技術および技法のいずれかを使用して表され得ることを、
当業者は理解されよう。たとえば、上記の説明全体にわたって言及され得るデータ、命令
、コマンド、情報、信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁
界または磁性粒子、光場または光学粒子、あるいはそれらの任意の組合せによって表され
得る。
【０１６９】
　さらに、本明細書で開示する態様に関して説明した様々な例示的な論理ブロック、モジ
ュール、プロセッサ、手段、回路、およびアルゴリズムステップのいずれかは、電子ハー
ドウェア（たとえば、ソースコーディングまたは何らかの他の技法を使用して設計され得
る、デジタル実装形態、アナログ実装形態、またはそれら２つの組合せ）、命令を組み込
んだ様々な形態のプログラムまたは設計コード（便宜上、本明細書では「ソフトウェア」
または「ソフトウェアモジュール」と呼ぶことがある）、あるいは両方の組合せとして実
装され得ることを当業者は諒解されよう。ハードウェアとソフトウェアのこの互換性を明
確に示すために、様々な例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステッ
プについて、上記では概してそれらの機能に関して説明した。そのような機能をハードウ
ェアとして実装するか、ソフトウェアとして実装するかは、特定の適用例および全体的な
システムに課せられた設計制約に依存する。当業者は、説明した機能を特定の適用例ごと
に様々な方法で実装し得るが、そのような実装の決定は、本開示の範囲からの逸脱を生じ
るものと解釈すべきではない。
【０１７０】
　本明細書で開示する態様に関して説明した様々な例示的な論理ブロック、モジュール、
および回路は、集積回路（ＩＣ）、アクセス端末、またはアクセスポイント内に実装され
得るか、またはそれらによって実行され得る。ＩＣは、汎用プロセッサ、デジタル信号プ
ロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲ
ートアレイ（ＦＰＧＡ）もしくは他のプログラマブル論理デバイス、個別ゲートもしくは
トランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、電気構成要素、光学構成要素、機械構成
要素、または本明細書で説明する機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合せ
を備え得、ＩＣの内部に、ＩＣの外側に、またはその両方に常駐するコードまたは命令を
実行し得る。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであり得るが、代替として、プロセッ
サは、任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、または状態機械
であり得る。プロセッサはまた、コンピューティングデバイスの組合せ、たとえば、ＤＳ
Ｐとマイクロプロセッサとの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳＰコアと連携する
１つまたは複数のマイクロプロセッサ、あるいは任意の他のそのような構成として実装さ
れ得る。
【０１７１】
　開示するプロセス中のステップの特定の順序または階層は例示的な手法の一例であるこ
とを理解されたい。設計上の選好に基づいて、プロセス中のステップの特定の順序または
階層は本開示の範囲内のまま再構成され得ることを理解されたい。添付の方法クレームは
、様々なステップの要素を例示的な順序で提示したものであり、提示された特定の順序ま
たは階層に限定されるものではない。
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　１つまたは複数の例示的な実施形態では、説明した機能は、ハードウェア、ソフトウェ
ア、ファームウェア、またはそれらの任意の組合せで実装され得る。ソフトウェアで実装
される場合、機能は、１つまたは複数の命令またはコードとしてコンピュータ可読媒体上
に記憶されるか、あるいはコンピュータ可読媒体を介して送信され得る。コンピュータ可
読媒体は、ある場所から別の場所へのコンピュータプログラムの転送を可能にする任意の
媒体を含む、コンピュータ記憶媒体とコンピュータ通信媒体の両方を含む。記憶媒体は、
コンピュータによってアクセスされ得る任意の利用可能な媒体であり得る。限定ではなく
例として、そのようなコンピュータ可読媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－
ＲＯＭまたは他の光ディスクストレージ、磁気ディスクストレージまたは他の磁気ストレ
ージデバイス、あるいは命令またはデータ構造の形態の所望のプログラムコードを搬送ま
たは記憶するために使用され得、コンピュータによってアクセスされ得る、任意の他の媒
体を備えることができる。また、いかなる接続もコンピュータ可読媒体と適切に呼ばれる
。たとえば、ソフトウェアが、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツイストペア、デジ
タル加入者回線（ＤＳＬ）、または赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤレス技
術を使用して、ウェブサイト、サーバ、または他のリモートソースから送信される場合、
同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツイストペア、ＤＳＬ、または赤外線、無線、およ
びマイクロ波などのワイヤレス技術は、媒体の定義に含まれる。本明細書で使用するディ
スク（ｄｉｓｋ）およびディスク（ｄｉｓｃ）は、コンパクトディスク（ＣＤ）、レーザ
ディスク、光ディスク、デジタル多用途ディスク（ＤＶＤ）、フロッピー（登録商標）デ
ィスクおよびブルーレイ（登録商標）ディスクを含み、ディスク（ｄｉｓｋ）は、通常、
データを磁気的に再生し、ディスク（ｄｉｓｃ）は、データをレーザで光学的に再生する
。上記の組合せもコンピュータ可読媒体の範囲内に含めるべきである。コンピュータ可読
媒体は任意の好適なコンピュータプログラム製品に実装され得ることを諒解されたい。
【０１７３】
　開示する態様の前述の説明は、当業者が本開示を実施または使用できるように与えたも
のである。これらの態様への様々な修正は当業者にはすぐに明らかになり、本明細書で定
義した一般原理は本開示の範囲から逸脱することなく他の態様に適用され得る。したがっ
て、本開示は、本明細書で示した態様に限定されるものではなく、本明細書で開示する原
理および新規の特徴に一致する最も広い範囲を与えられるべきである。
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